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政
策

心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
分

５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

や
る
気
と
活
気

0
0
1

001 001 新
産
業
・
起
業

●地域の特色を活かした新
たな産業が創出され、起業
や新たな事業展開が徐々に
生まれてきています。

●地域の特色を活かした新規創業
が生まれ、新たな事業展開が徐々
に生まれてきています。

変
更
な
し

●地元企業や商店の廃業が相
次ぐなど、地域経済の低迷は底
が見えない状況となっており、何
らかの形で地域活性化の足が
かりが必要です。

●地元企業や商店の廃業が相次
ぎ、新規創業も少なく後継者不足も
課題として浮き彫りとなっており、地
域経済の低迷が続いている。

一
部
変
更

●地域資源の活用や異業種転換
などによる起業・創業への初期誘
導事業の継続とともに、他自治体
等の有効な事業を取り入れるなど
制度を見直しながら、より効果的に
利用できる新たな支援制度を展開
していきます。

●地域資源の活用や異業種転換、
地域の特色を活かした新規創業が
生まれ、新たな事業展開が生まれ
る様、より効率的に利用できる新た
な支援を展開していきます。

一
部
変
更

達
成

●地域資源の活用や異業種転換、道北６
市３町の関係機関が連携した創業支援へ
の取組みなどによる起業・創業への初期
誘導事業の継続と並行して、地元金融機
関、商工会議所と市において協定を結
び、地元の創業支援をサポートするなど、
より効果的に利用しやすい体制で支援を
展開していきます。

地域振興部
経済港湾課

002 002 中
小
企
業

●市内の企業や商店が、地
域の知恵を引き出し、経営も
安定し、活力に満ちた経済
活動が定着してきています。

●市内の企業や商店が、地域の知
恵を引き出し、経営も安定し、活力
に満ちた経済活動が定着してきて
います。

変
更
な
し

●各助成事業に関しては、中小
企業者への効果は大きいと思わ
れるが、中小企業特別融資は、
金融商品の多様化により利用率
が落ちています。

●企業個々の体力の落ち込みや、
金融商品の多様化により中小企業
特別融資の利用率が低下してい
る。
住宅改修事業等については、利用
数こそ減少しているものの建築関連
業種への効果は大きく、ニーズもあ
る。

追
加
変
更

●商店街施設維持経費等の助成
については、内容を精査した上で
継続します。
●中小企業相談所への支援につ
いては、運営費と事業費を区別し
て支援していきます。
●中小企業特別融資については、
融資枠を現状にあったものに見直
していきます。

●市内の企業や商店が、地域の知
恵を出し合うことで、経営の安定や
活力に満ちた経済活動の定着を目
指します。

変
更

達
成

●商店街施設維持経費等の助成につい
ては、内容を精査した上で継続します。
●中小企業相談所への支援について
は、運営費と事業費を区別して道補助に
準拠する形で新たな補助制度として支援
していきます。
●中小企業特別融資については、直近
複数年における利用率等を基に融資枠を
現状にあったものに見直していきます。

地域振興部
経済港湾課

003 003 雇
用
・
労
働

●産業の発展を支える様々
な担い手が育成され、雇用
の受け皿も増えるなど雇用条
件も改善され、市内の雇用が
安定してきています。
●失業や非正規雇用など
様々な事情を抱えた人々
が、就労に積極的にチャレン
ジできる環境が徐々に整って
きています。

●産業の発展を支える様々な担い
手が育成され、雇用の受け皿も増
えるなど雇用条件も改善され、市内
の雇用が安定してきています。
●失業や非正規雇用など様々な事
情を抱えた人々が、就労に積極的
にチャレンジできる環境が徐々に
整ってきています。
●若者が早期に離職することなく、
経済の担い手の一員となってきて
います。

追
加
変
更

●国の緊急雇用対策事業によ
る雇用創出が図られる一方で、
その後の継続した雇用とならな
いケースが多くなっています。
●新卒者など若年者の就職が
非常に厳しい状況となっており、
若者の都市部流出に歯止めを
かけることができていません。

●国の緊急雇用対策事業により雇
用創出が一時的に図られてきたが、
事業終了に伴い、新たな国の制度
の活用等を検討していく必要があり
その後の継続した雇用とならない
ケースが多くなっています。
●新規学卒者の就職率が好調であ
る反面、就職後の離職率が高い傾
向が道内他都市同様見受けられ、
その傾向に歯止めをかけることがで
きていません。

一
部
変
更

●国や北海道で実施している雇用
対策メニューを最大限に活用しな
がら、継続した雇用が生まれるよう、
積極的な推進を図っていきます。
●若年者の地元雇用を促進するた
め、関係機関との連携を図り、現状
把握を行い、課題を改善し、地域
の企業力を高め、雇用の場を確保
していきます。

●産業の担い手育成、雇用条件の
改善、市内の雇用安定を目指しま
す。
●求職者が積極的にチャレンジで
きる環境づくりを目指します。

変
更

達
成

●国や北海道で実施している雇用対策メ
ニューを最大限に活用しながら、継続した
雇用が生まれるよう、積極的な推進を図っ
ていきます。
●若年者の地元雇用を促進するため、関
係機関との連携を図り、現状把握を行い、
課題を改善し、地域の企業力を高め、雇
用の場を確保していきます。
●北海道をはじめとした関係機関と連携
して、若者の早期離職に向けた総合的な
取組（北海道「若者早期離職防止総合対
策プログラム」への参画等）を図っていき
ます。

地域振興部
経済港湾課

004① 経済港湾課所管へ変更 削
除

経済港湾課所管へ変更 削
除

経済港湾課所管へ変更 削
除

未
達
成

経済港湾課所管へ変更 地域振興部
農林水産課

004 【水産加工】
●数の子を中心とした水産加工品
の消費拡大が図られています。

追
加
変
更

【水産加工】
●景気の低迷や消費の減少などに
より、水産加工業界を取り巻く環境
は厳しい状態にあり、水産加工業界
の低迷は関連企業の従事者も多い
ことから、地域経済に多大な影響を
与えることが課題となっています。

追
加
変
更

【水産加工】
●留萌産「数の子」の知名度の向
上、並びに消費拡大を図るため、
留萌水産物加工協同組合と連携
し、数の子を中心とした水産加工品
のＰＲ事業を展開していきます。

一
部
変
更

達
成

【水産加工】
●「かずの子の日」記念イベントを実施
し、数の子生産日本一の街をＰＲします。
●留萌の子どもたちに数の子への興味や
良さを知ってもらうため、数の子を使用し
た学習の実施や給食へのメニュー提供を
実施します。
●首都圏での催事販売を実施し、水産加
工品の消費拡大、販路拡大を目指しま
す。

地域振興部
経済港湾課

005 005 商
店
街

●空き店舗の活用など商業
者の創意工夫により、中心市
街地の商店街に交流とにぎ
わいが戻ってきています。

●空き店舗の活用など商業者の創
意工夫により、中心市街地の商店
街に交流とにぎわいが戻ってきて
います。

変
更
な
し

●郊外大型店の進出や商店街
大型商業施設の撤退など、商
店街を取り巻く環境は非常に厳
しい状況にあります。

●消費者の減少やライフスタイルの
変化など、絶えず変化し続けてお
り、商店街を取り巻く環境について
は、非常に厳しい状況にあります。

一
部
変
更

●まちの拡散化、郊外型大型店の
進出による中心市街地の空洞化に
対処し、商店街の活力を回復させ
るためにも、商店街振興組合連合
会の果たす役割は大きいことから、
今後も支援を継続していきます。

●商業者の創意工夫により、中心
市街地の商店街に交流とにぎわい
の回復を図っていきます。

変
更

達
成

●消費者の減少やライフスタイルの変化
などに対処し、商店街の活力を回復させ
るため商店街振興組合連合会に対し、必
要な支援を継続することで各商店街振興
組合や個店の活性化を図ります。

地域振興部
経済港湾課

地
域
産
業
の
育
成
と
支
援

004 地
場
産
品
・
水
産
加
工

●地元資源を活用し、消費
者ニーズにマッチした地域ブ
ランドが育ってきています。

●消費者ニーズにあった商品
開発に向けた取り組みについ
て、地元資源を活用する場合、
安定的に原料を確保できる資源
が存在しないことが課題となって
います。

●留萌産「数の子」の知名度を向
上させ、消費拡大を図るため、各種
ＰＲ事業を展開していきます。
●地域資源を活用した消費者ニー
ズにマッチした地域ブランドの発掘
に対し支援していきます。
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政
策

心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
分

５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

0
0
2

006 ・地域の特性に応じた土地の利用
を誘導する。

追
加
変
更

・良好な住環境を形成するために
は、それぞれの地域に応じた、計画
的な土地の利用が必要となってい
る

変
更

・中心市街地の活性化
・コンパクトなまちづくり

変
更

達
成

・都市計画区域の整備・開発及び保全の
方針、都市計画マスタープランの見直し
(H32年)をし、必要な都市計画変更を行
う。

都市環境部
建築住宅課

006② ・中心市街地の活性化と都市の快
適性、利便性の向上を目指してい
ます。

変
更
な
し

・周辺施設、商店等を訪れる方に利
用されている。
・月極契約の利用者減により、駐車
場運営の収支均衡を保つことが困
難になりつつある。

変
更

・周辺に民間駐車場が増えており、
設置当初と比較すると市民を対象
とした市営駐車場としての必要性が
低下している。
・現在は、隣接施設との関係から廃
止は出来ない状況であるが、条件
が整えば廃止や民間移譲等を検
討する。

変
更

達
成

・利用者、関係機関と調整し、運営方法に
ついて協議していく。

都市環境部
都市整備課

006③ ※施策にあたらないため、国土利
用については削除する。

削
除

0 0 達
成

0 地域振興部
政策調整課

007① わかりやすい街並みとし、市民満足
度の向上を図る。

変
更
な
し

・住居表示については、事業進捗
率が20%に満たないため、従来の地
番による住所
　と住居表示による住所が混在して
いることが課題となっている。

変
更
な
し

・住居表示地区の拡大 変
更

未
達
成

・留萌市住居表示基本計画の計画期間
が終えているため、地籍調査の進捗に合
わせ
　て見直しを行い事業の実施を目標す
る。

都市環境部
建築住宅課

007② ・人口集中地区の調査を進め、地
籍の明確化を図り、税金等の国民
負担の公平化を目指していきま
す。
・字名更正を着実に進めていきま
す。

追
加
変
更

・地籍調査は、平成15年度より本調
査を開始し、平成27年度末で
17.69％の進捗率となっている。事
業完了までは、長期間を要するた
め、各所管からの要望等を考慮し
効率的に事業を推進していきます。

一
部
変
更

・市街地は、用地問題のある箇所
が多いため、調査には困難が確実
視されますが、一筆を大切に扱い、
境界の確定を着実に行っていきま
す。
・字名改正に伴う町名地番変更証
明を確実に行うため、行政区画便
覧にない土地の字名を地籍調査で
更正していきます。

変
更
な
し

達
成

・地籍調査の必要性や効果を地権者へ説
明し、理解と協力を得ながら円滑に事業
を推進していきます。
・地籍調査区域内の字名を、行政区画便
覧と照し合せながら確認作業を行ってい
きます。

総務部
財務課

008 008 都
市
景
観
・
屋
外
広
告
物

●市民のまちなみ景観に対
する意識が向上し、少しずつ
調和のある景観形成が行わ
れ、留萌らしい風景が広がっ
ています。
●不快な広告物がない、清
潔感のある街路空間を目指
しています。

・市民のまちなみ景観に対する意
識が向上し、少しずつ調和のある
景観形成が行われ、留萌らしい風
景が広がっています。
・違法広告物がない、清潔感のある
街路空間を目指しています。

変
更
な
し

●個々の商店が設置する看板
等の明確な規制基準がないた
め、具体的な規制が難しい状況
です。
●建物の建築や改修などの費
用負担があるものについては、
景観整備助成金を活用して景
観形成が進みましたが、新たな
住居整備が進まない空き地も発
生しております。

・違法な屋外広告物は、近年、確認
されていない。

変
更

●各種協働のまちづくり政策との協
調を図りながら、「環境美化パート
ナー制度」への市民理解を深め、
景観への意識を高めていきます。
●各道路管理者とのさらなる協力
により、さらなる景観形成の拡充に
努めていきます。

・北海道屋外広告物条例に基づ
き、違法となる物件は撤去指導又
は簡易除却を行う。

変
更

達
成

・パトロールを実施し、違法広告物がない
街並みを維持していく。

都市環境部
都市整備課

009 009 中
心
市
街
地

●中心市街地がまちの拠点
としてにぎわい、市民（消費
者）の満足度も高まり、活気
が戻ってきています。

●中心市街地がまちの拠点として
にぎわい、市民（消費者）の満足度
も高まり、活気が戻ってきていま
す。

変
更
な
し

●まちの拡散化、郊外型大型店
の進出による中心市街地の空
洞化に対処していくためにも、ま
ちなかの賑わい創出や交流人
口の増加が課題です。

●中心市街地を取り巻く環境につ
いては、道路交通網の整備や消費
者の減少、ライフスタイルの変化、
更に、中心市街地において構成さ
れる店舗形態や大型店の撤退、郊
外型店舗の進出など、絶えず変化
し続けており、まちの拡散化や中心
市街地の空洞化に対処していくた
めにも、まちなかの賑わい創出や交
流人口の増加が課題です。

追
加
変
更

●中心市街地の活力を回復させる
ためにも、商工会議所や商店街振
興組合連合会の果たす役割は大き
いことから、市を合わせた三者で協
力し合い、また、まちなかの拠点と
してるもいプラザを有効活用し、賑
わいの創出に努めていきます。
●北海道との連携により、中心市
街地に人の流れを取り戻すために
中心市街地でのまちなか居住を促
進していきます。

●中心市街地の活力回復を目指
し、まちなかの拠点として、るもいプ
ラザ有効活用した賑わいの創出に
努めます。

変
更

達
成

●中心市街地の活力を回復させるために
も、商工会議所や商店街振興組合連合
会の果たす役割は大きいことから、市を合
わせた三者で協力し合い、「るもいプラ
ザ」を情報発信や交流の場として提供す
ることで、まちなかへの誘導を図り、中心
市街地の賑わい創出を図ります。

地域振興部
経済港湾課

010 010 道
路
・
橋
り

ょ
う

●市内幹線道路のネットワー
クの整備が進み、都市機能
が向上しています。
●幹線道路の整備が計画的
に進むとともに、生活道路の
補修が適切に行われ、道路
機能を維持しています。
●既存橋りょうの延命長寿命
化を図るため、点検診断に基
づく補修・改修整備を進めて
います。

・幹線道路のネットワークの整備が
進み、都市機能が向上していま
す。
・幹線道路の整備が計画的に進む
とともに、生活道路の補修が適切い
行われ、道路機能を維持していま
す。
・既存橋りょうの延命長寿命化を図
るため、点検診断に基づく補修・改
修整備を進めています。

変
更
な
し

●既存市道は、幹線道路はもち
ろん交通量の少ない生活道路
においても老朽化による損傷が
多くなってきており、第3次道路
整備5箇年計画による優先順位
の見直しにより、幹線道路の計
画的な整備、災害時の避難路
の確保、損傷の著しい箇所の維
持補修が必要です。
●橋りょうは、耐震基準改定に
伴う既存橋の改善措置につい
て国から指導を受けているととも
に、社会資本基盤となる既存橋
りょうの長寿命化への取り組みも
求められており、今後も計画的
な維持補修や改築が必要で
す。

・高規格道路は大和田IC～留萌IC
間の整備促進要望。（国）
・幹線道路は道道留萌小平線、見
晴通の整備促進要望。（道）
・留萌市が管理する市道は218㎞
（高級舗装27㎞、簡易舗装39㎞、未
舗装152㎞）あり、老朽化による損傷
が多くなってきており、道路整備計
画に基づき計画的に補修・改修整
備進めているが、地域の要望に応
えきれていない状況にある。
・留萌市が管理する橋りょうは61橋
あり、今後急速に増大する老朽化
橋梁を計画的・効率的に保全し、可
能な限りコスト縮減するために橋梁
長寿命化計画に基づき、定期点検
による橋りょう状態の把握、予防保
全型の維持修繕を行う必要がある。

追
加
変
更

●道路整備は、第3次道路整備5箇
年計画により、市民の安心安全に
配慮し、幹線道路の計画的整備、
損傷の著しい生活道路の改築を優
先的に行っていきます。
●橋りょうは、既存橋の点検から長
寿命化のための計画を策定した上
で、補修や補強・改築を計画的に
進めていきます。

・幹線道路の整備促進要望。（国）
（道）
・道路施設の計画的な点検、維持
管理を行う。
・道路整備計画に基づき、計画的
に補修・改修整備促進。
・橋梁長寿命化計画に基づき、計
画的に補修・改修整備促進。
・道路ストック点検結果に基づき、
照明・舗装を計画的に補修・改修
整備促進。

変
更

達
成

・関係機関に整備促進要望を行う。
・道路整備計画に基づき、計画的に補
修・改修整備促進。
・橋梁長寿命化計画に基づき、計画的に
補修・改修整備促進。
・道路ストック点検結果に基づき、照明・舗
装を計画的に補修・改修整備促進。
・インフラの老朽化に対し、点検・診断、修
繕・更新、情報の記録・活用といったメン
テナンスサイクルを構築。
・個別施設計画に基づくメンテナンスサイ
クルの構築と着実な取組の継続により、各
施設の健全度を維持・向上させ、老朽化
に起因する重大事故をゼロにすることを
推進。

都市環境部
都市整備課

●中心市街地の活性化と都
市の快適性、利便性の向上
を目指しています。

都
市
機
能
の
充
実

や
る
気
と
活
気

●都市計画では、中心市街地の復
活を目指し、土地利用の誘導や規
制等を検討していきます。

●都市計画については、中心
市街地の空洞化が進み、大型
店舗が郊外に進出している状況
であり、中心市街地における都
市機能の集積や居住人口の増
加など「コンパクトなまちづくり」
が求められています。

都
市
計
画
・
再
開
発
・
路
外
駐
車
場
・
国

土
利
用

007 地
籍
調
査
・
住
居
表
示
・
町
名
及
び

町
界

●地籍調査は、単年度5,000万
円以下の事業費で実施していま
すが、総体事業費（25億円）換
算で50年の事業期間を要する
ため、今後必要となる区域を絞
り込んで実施する必要がありま
す。
●住居表示については、事業
進捗率が20%に満たないため、
従来の地番による住所と住居表
示による住所が混在しているこ
とが課題です。

●千鳥町、元川町の調査が
完了し、他の人口集中地区
の実施を進めています。
●わかりやすい街並みにな
り、市民満足度が向上してい
ます。
●字名の更正は山地・農用
地が多いことから、それほど
進んでいないと思われるが、
着実に進めています。

●地籍調査はＨ15年度より事業を
開始し、今まで増毛町及び小平町
との市町境界及び農用地を中心に
事業を進めてきましたが、Ｈ21年度
より市街地部分に着手しました。用
地問題のある箇所が多いため、今
後困難が確実視されますが、一筆
を大切に扱い、境界の確定を着実
に行っていきます。
●住居表示については、事業再着
手の時期や手法等を検討していき
ます。
●字名改正に伴う町名地番変更証
明を確実に行うため、引き続き行政
区画便覧にない土地の字名を地籍

006
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具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

0
0
3

011① 複雑化、高齢化する社会を反映し
て地域における法的需要が増加し
ていることに応えるため、誰でも、ど
んな問題でも安心して気軽に相談
できる窓口を提供することを目的と
して、新たに無料法律事業に取り
組む。

追
加
変
更

市民相談の分野では平成28年度か
ら無料法律相談の開催（月1回）及
び市民相談員の対応（随時）

追
加
変
更

無料法律相談の弁護士を派遣する
旭川弁護士会と連携強化

追
加
変
更

達
成

旭川弁護士会と相談内容等の共有を進
める

市民健康部
市民課

011② ・市民活動やボランティアが市民全
体に浸透・定着し、市民活動団体
等は安定した団体の運営がなさ
れ、主体性を持ってまちづくりに取
り組み、互いに協力・連携しながら
活動を進めています。

変
更
な
し

・積極的に活動している団体とそう
でない団体とがあります。
・まちづくり活動を行う団体の取り組
みが市民にあまり知られていないた
め、これらの取り組みの周知と参加
機会に対する満足度を高める必要
があります。

追
加
変
更

・「市民活動の推進に関する条例」
については、ＮＰＯや市民活動団
体との連携を深め、団体の立ち上
げや活動支援に対するニーズを把
握し、より利用しやすいものへと整
備していきます。
・団体やボランティア活動が積極的
に推進されるような環境づくりに努
めるとともに、行政としての支援して
いきます。

変
更
な
し

未
達
成

・市民活動助成金については、提案型協
働事業を導入し、市民活動団体が主体的
にまちづくりに取り組むための活動支援
の制度を整備します。
・市民活動団体の活動をホームページ等
で紹介するなど、積極的に推進されるよう
な環境づくりに向けた支援を行います。

地域振興部
政策調整課

012 012 男
女
平
等

(

共
同

)

参
画

●男女が個人として尊重さ
れ、家庭、地域、職場などあ
らゆる分野に参加していま
す。

・人権が尊重され、性別に関わりな
く、ともに個性と能力が発揮できる
社会を築く。

一
部
変
更

●女性の就労については雇用
状況がきびしく、希望の職種に
つきにくいという現状があり、民
間企業への啓発活動の推進が
課題となっています。

・女性の就労については雇用状況
がきびしく、希望の職種につきにく
いという現状があり、女性活躍推進
法の施行などを踏まえた民間企業
への啓発活動の推進が課題となっ
ています。

一
部
変
更

●男女共同参画を進めていくた
め、家庭、地域、職場などあらゆる
機会を通じて、意識の啓蒙や浸透
に努めていきます。

・男女共同参画に実現に向けた意
識の変革、家庭・職場・地域社会に
おける男女共同参画の促進、多様
なライフスタイルを可能とする環境
の整備に努めていきます。

一
部
変
更

未
達
成

・平成３４年度までを計画期間とする「留
萌市男女共同参画基本計画」に基づき、
男女共同参画社会の実現に向けた取り
組みを進める。

地域振興部
政策調整課

013 013 審
議
会
・
委
員
会

●個人からの応募をはじめ、
町内会や各種まちづくり団体
からの委員推薦も活発とな
り、多くの市民が各種審議会
において市政への意見を反
映しています。
●市政に対する市民の満足
度も向上し、自治意識が育っ
ています。

・個人からの応募、町内会や各団
体からの委員推薦が活発化し、多
くの市民の意見を各種審議会にお
いて市政に反映させる。
・市政に対する市民満足度の向上
を図り、自治意識を育てる。

変
更
な
し

●実際のところ、できるだけ多く
の市民の方々から市政への意
見反映できるよう、募集方法や
周知方法を工夫してきたもの
の、結果的には自ら応募する市
民は少ない状況にあります。
●今後は、さらに市政への市民
の参加意識を高めるとともに、参
加しやすい環境をつくっていく
取り組みが必要です。

・審議会委員数は確保されている
が、公募への応募は少ない。
・市民の参加意識が高まっていると
は言い難い。

変
更

●市民が参加しやすい環境の整備
に努め、市民だれでもが参加でき、
様々な意見が市政に反映されるよ
う、参加への促進方法について検
討していきます。
●今後は、まちづくり団体へのお願
いをはじめ、市民の皆さんが市政
への関心を向上させる中から、審
議会等での意見反映がたくさんで
きるよう努めていきます。

・市民の参加意識が高まるよう効果
的な周知方法の検討。
・各審議会への参加を促進する方
法を検討。

変
更

未
達
成

・市のホームページからの応募、募集要
領をホームページや新聞での掲示、町内
会回覧や公共施設での配布などの手法
で周知を図り、更に効果的な手法を研究
する
・各委員からの呼びかけにより参加の輪を
広める
・会議の開催日程を見直すなど参加しや
すい環境づくりを進める
・会議内容の情報発信により市民の関心
を高めていく

総務部
総務課

014 014 町
内
会

●地域コミュニティの核であ
る町内会・自治会が自治の
担い手として確立し、地域の
課題を自らの知恵や行動に
より解決に向け前進していま
す。

・地域コミュニティが自治の担い手
として機能し、互いに協力しあいな
がら、地域の課題を自らの努力で
解決しています。

変
更
な
し

●町内会役員の高齢化や、なり
手が不足してきています。
●町内会加入率がなかなか向
上せず、特にアパート等での未
加入が見受けられます。
●町内会運営費補助を定率に
より削減しているため、各町内
会より削減撤回の意見が多く
なっています。

・町内会役員の高齢化や、なり手が
不足してきています。
・町内会加入率がなかなか向上せ
ず、特にアパート等での未加入が
見受けられます。

一
部
変
更

●町内会と行政が役割を明確にし
て、協働のもと地域活動が推進され
るような環境づくりに努めていきま
す。
●町内会が自主性・主体性を持
ち、地域活動ができるような支援を
していきます。
●町内会加入率が向上し、組織基
盤が安定できるよう、町内会と行政
が連携し、町内会の必要性や役割
について理解してもらえるよう努め
ていきます。
●定期的に町内会代表者等と意見
交換会を開催し、町内会が抱えて
いる問題や課題に対し、迅速に対
応していきます。

・町内会と行政が役割を明確にし
て、協働のもと地域活動が推進され
るような環境づくりに努めていきま
す。
・町内会が自主性・主体性を持ち、
地域活動ができるような支援をして
いきます。
・町内会加入率が向上し、組織基
盤が安定できるよう、町内会と行政
が連携し、町内会の必要性や役割
について理解してもらえるよう努め
ていきます。
・町内会が抱えている問題や課題
に対し、迅速に対応していきます。

変
更
な
し

未
達
成

・住民組織助成金による支援を通じ、地
域活動の推進を図る。
・広報誌や啓発チラシ等で町内会の必要
性や役割について、周知を図る。
・定期的に町内会長会議等を開催するな
ど、町内会が抱える問題や課題を把握
し、迅速に対応する。

地域振興部
政策調整課

015 015 コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

・
町
内
会
館

●地域住民の拠点施設とし
て確立され、コミュニティ活動
や世代間交流も活発になっ
ています。

・地域住民の拠点施設として、コ
ミュニティ活動や世代間交流も活発
になっています。

変
更
な
し

●委託料の削減や利用率の低
下による収入の減により、施設
の維持管理に支障をきたしてい
る運営協議会が多数です。
●同じような時期に施設が建設
されており、改築・修繕の時期も
重なるため、計画的な改修が必
要です。

・利用率の低下等により施設の維持
管理に課題があります。
・計画的な改修等が必要です。

一
部
変
更

●利用率の向上等により収入が確
保され、コミセンの運営が安定する
よう、施設の利用形態に応じた施設
運営の検討と利活用の促進に努め
ていきます。
●各運営協議会との連携を密に
し、施設のニーズ・維持修繕等に対
し、必要に応じて支援していきま
す。

・利用率の向上等により収入が確
保され、コミセンの運営が安定する
よう、施設の利用形態に応じた施設
運営の検討と利活用の促進に努め
ていきます。
・各運営協議会との連携を密にし、
施設のニーズ・維持修繕等に対し、
必要に応じて支援していきます。

変
更
な
し

未
達
成

・各運営協議会とは代表者会議等を通じ
て、連携を密にし、必要な支援を行う。

地域振興部
政策調整課

016 016 集
会
施
設

●既存施設の特性を活かし
た活用が進み、地域コミュニ
ティが活性化しています。

●既存施設の特性を活かした活用
が進み、地域コミュニティが活性化
しています。

変
更
な
し

●入居団体の減により、指定管
理者による運営が厳しい状況と
なっています。

●利用者数の高齢化による減少や
維持管理費の高騰により、指定管
理者による運営が厳しい状況となっ
ています。

一
部
変
更

●施設の安全性に配慮し、利用団
体等の募集や使用料の見直しなど
により、自主運営を継続していきま
す。

●施設の安全性に配慮し、指定管
理料の発生しない指定管理のなか
で、効率的な利活用などの自主的
な運営に取り組んでいくと共に、今
後においても可能な限り現行の設
置目的に即した開設の継続を図
る。

変
更

達
成

●指定管理団体である留萌市勤労福祉
センター運営協議会と各年度毎の利用状
況や収支状況等を踏まえて、一層の効率
的な利活用について協議を重ねながら、
持続可能な施設を目指す。

地域振興部
経済港湾課

思
い
や
り
と
安
心

地
域
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
の
育
成
と
支
援

011 市
民
活
動

●市民活動やボランティアが
市民全体に浸透・定着し、市
民活動団体等は安定した団
体の運営がなされ、主体性を
持ってまちづくりに取り組み、
互いに協力・連携しながら活
動を進めています。

●「市民活動の推進に関する条
例」については、ＮＰＯや市民活動
団体との連携を深め、団体の立ち
上げや活動支援に対するニーズを
把握し、より利用しやすいものへと
整備していきます。
●団体やボランティア活動が積極
的に推進されるような環境づくりに
努めるとともに、行政としての支援し
ていきます。

●積極的に活動している団体と
そうでない団体とがあり、収入な
どの面で差が生じてきており、
団体の維持や事業活動に支障
をきたしている団体もあります。
●長引く景気の低迷などによ
り、生計を立てるのが優先され、
団体やボランティアとしての活動
に消極的な機運もあります。
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思
い
や
り
と
安
心

0
0
4

健
康
の
維
持
と
増
進

017② ●　健康都市宣言の趣旨に基づく
さまざまな施策展開により、市民の
健康意識が高まり、感染症の予防
や健康づくりに積極的に取り組む
市民が増えています。
●　地域の健康課題の克服と科学
的根拠に基づいた、がんや認知症
等の生活習慣病の新しい予防対策
を提案します。
●　留萌市健康づくり計画(仮称）

追
加
変
更

●　各種事業について、住民への
周知・啓発が十分でない部分があ
り、健康いきいきサポーターなどと
一緒に、市民自らが健康づくりに取
り組む環境整備を図っていく必要が
あります。
●　地域の健康課題の把握と解決
方策の検証が十分ではなく、地域
特性に応じた調査、研究が必要で
す。

変
更
な
し

●　地域の「健康いきいきサポー
ター」との連携をより深め、市民一
人ひとりが自分の健康に関心を持
ち、自らが健康づくりに取り組んで
いくための環境整備を図っていきま
す。
●　はーとふる、健康の駅がそれぞ
れの役割と機能を活かしながら、市
民の健康を守るため緊密な連携を
図っていきます。

一
部
変
更

達
成

●　健康いきいきサポーターを中核とし、
市民各層への情報発信を行い健康意識
の醸成を図る。

市民健康部
保健医療課

017① ●健康都市宣言の趣旨に基づくさ
まざまな施策展開により、市民の健
康意識が高まり、予防や健康づくり
に積極的に取り組む市民が増えて
います。
●地域の健康課題の克服と科学的
根拠に基づいた新しい予防対策を
提案します。

変
更
な
し

●留萌地域をフィールドに実施して
きたコホート研究で得られた調査研
究データが市民の健康づくり活動
に十分に生かされていない部分が
あり、地域の特性に応じた新しい予
防対策を提案するなど市民自らが
健康づくりに取り組む環境整備を
図っていく必要があります。

追
加
変
更

●地域の健康課題を解決する一助
となる新しい健康サービス（産業）を
創出し、地域ぐるみで環境づくりを
進めていきます。
●はーとふる、健康の駅がそれぞ
れの役割と機能を十分に活かしな
がら、市民の健康を守るために緊
密な連携を図っていきます。

追
加
変
更

達
成

●コホート研究で得られた調査研究デー
タを活用しながら、個々の身体状況に応
じた健康づくりを提案すると同時に、るも
い健康の駅を中心とした市内の健康づく
り施設と連携しながら市民自らが健康づく
りに取り組むことができる環境を整備して
いく。

市民健康部
コホートピ
ア推進室

0
0
5

018② ●　救急、小児、周産期の医療提
供体制が整い、市民の誰もがいつ
でも適切な医療を受けることがで
き、安心感が高まっていきます。

変
更
な
し

●　いずれの医療機関においても、
医療スタッフの確保が最重要課題と
なっており、市民の誰もがいつでも
適切な医療を受けられるようにする
ためには、第一に医師、看護師を
含む医療スタッフの安定的確保が
不可欠です。

変
更
な
し

●　医療提供環境が後退しないよ
う、医療スタッフの確保に取り組ん
でいきます。
●　へき地患者移送事業により、公
共交通の不便な地域から市街地の
医療機関へ通院する患者の移送を
行います。

変
更
な
し

未
達
成

●　看護師等修学資金の貸付により医療
スタッフの確保に努める。
●　へき地医療バスを継続運行する。

市民健康部
保健医療課

018① ●市民の誰もがいつでも適切な医
療を受けることができる医療体制が
維持されており、安心感が高まって
きています。

追
加
変
更

●市内の医療機関において、医療
スタッフの確保が最重要課題となっ
ており、医師、看護師を含む医療ス
タッフを維持し、安定的に確保する
ことが課題です。

一
部
変
更

●道内医育大学と連携しながら留
萌地域に医療人育成のフィールド
を構築することで、地域医療を十分
理解した医師、看護師を含む医療
スタッフの安定的な確保、維持に取
り組んでいきます。

追
加
変
更

達
成

●市と札幌医科大学が連携して実施して
いる地域医療実習メニューを充実させる
ため、地域医療における課題を実感でき
る新たな実習受け入れ先を開拓し、学生
が地元産業に携わる職業人と直に関わり
をもつ機会を増やしていきます。

市民健康部
コホートピ
ア推進室

－ 病院所管 削
除

病院所管 削
除

病院所管 削
除

達
成

病院所管 市民健康部
保健医療課

019 【新・留萌市立病院改革プラン
（仮）】
・留萌二次医療圏のセンター病院
として果たすべき役割を明確にする
・医療圏の将来医療需要と地域の
ニーズを踏まえた、医療資源の確
保と提供
　する医療の検討

追
加
変
更

・常勤医師の減少に歯止めがかか
らない
　（H20当初 24人→H23当初 34人
→H26当初 28人→H28.5　19人）
・10対1看護を維持するための看護
師の確保・定着が必要（特に若年
層）
・病院建設から約15年経過による、
施設維持管理経費・医療機器更新
経費の
　増加に対応する計画的修繕・更
新の実施
・急性期・高度医療への期待が高
いが、今後は地域で医療・介護を完
結して
　いかなければならず、住民ニーズ
とのギャップの解消が課題となる

追
加
変
更

・今後策定される道の地域医療構
想を踏まえた「新・留萌市立病院改
革
　プラン（仮）」の策定・実行
　→　地域の病院として果たすべき
役割の明確化
　　　すべてを病院で解決すること
は困難となるため、高度な医療の
提供
　　　のみならず、地域包括ケアの
構築と必要な医療資源の確保を図
る
　　　　・自治体病院として死守しな
ければならない医療（救急、周産
期）
　　　　・地域包括ケアへの関わりと
して総合診療医の養成
・将来の医師確保の取り組みとし
て、病院の認知度を上げるための
医学生向けの
　実習環境の提供

追
加
変
更

達
成

・「新・留萌市立病院改革プラン（仮）」の
策定については、質の高い医療の提供に
よる収入の確保（診療報酬制度に基づい
た適切な診療収益の確保）
・各費用の更なる見直しによる収支計画
や、地域医療構想で示される将来の医療
圏の医療需要等を踏まえた適正病床数を
示すとともに、果たすべき役割を明確化
する
・各医育大学と連携した医療実習の提供
や実践型臨床実習「闘魂外来」の実施な
ど、特色のある実習の提供により医学生
に実際に足を運んでもらうことで、病院の
認知度を高める

病院_事務部
医事課

017 健
康
・
保
健
予
防

018 地
域
医
療

019 地
域
セ
ン
タ
ー

病
院

●いずれの医療機関において
も、医療スタッフの確保が最重
要課題となっており、市民の誰
もがいつでも適切な医療を受け
られるようにするためには、第一
に医師、看護師を含む医療ス
タッフの安定的確保が不可欠で
す。

●医療機関の連携により、急性期
から在宅医療までの切れ目のない
医療サービスを効率的かつ継続的
に提供し、居宅等における医療の
充実によりＱＯＬ（生活の質）が向上
するよう、医療連携体制の構築に
取り組んでいきます。
●へき地患者移送事業により、公
共交通の不便な地域から市街地の
病院へ通院する患者の移送を行
い、疾病疾患時の安心の確保に努
めていきます。

●市立病院の経営改善が図
られ、二次医療圏における中
核病院として医療体制が充
実し、市内で高度な医療を受
けることができ、市民の安心
感、信頼度も高まっていま
す。

●医師確保の取り組みが実を
結びはじめ、Ｈ20年は24名で
あった常勤医師がＨ23年には
34名に増加し、より一層の医療
サービスの提供体制が整いつ
つあります。
●診療を支える看護師の確保
が今後の課題となっています。

●引き続き、市立病院改革プランを
着実に実行し、市立病院が二次医
療圏における中核病院としての機
能を保つために経営改善の推進や
医療スタッフの確保に努め、単年
度収支の均衡を図っていきます。
●官民が連携しながら、医療人材
育成の地域モデル構築に向け、医
育大学と市立病院などが連携した
医療実習フィールドの提供や、臨
床研究、疾病予防に関する研修機
会など、医療人育成に向けた研修
環境、交流拠点づくりに取り組みま
す。

安
心
で
き
る
地
域
医
療
の
充
実

●健康都市宣言の趣旨に基
づくさまざまな施策展開によ
り、市民の健康意識が高ま
り、予防や健康づくりに積極
的に取り組む市民が増えて
います。
●地域の健康課題の克服と
科学的根拠に基づいた新し
い予防対策を提案します。

●各種事業について、住民へ
の周知・啓発が十分でない部分
があり、健康いきいきサポーター
などとの協働により、市民自らが
健康づくりに取り組む環境整備
を図っていく必要があります。
●地域の健康課題の把握と解
決方策の検証が十分ではなく、
地域特性に応じた調査、研究が
必要です。

●地域の「健康いきいきサポー
ター」との連携をより深め、市民一
人ひとりが自分の健康に関心を持
ち、自ら健康づくりに興味をもって
取り組んでいくための環境整備を
図っていきます。
●市民がともに健康力を高め、健
康課題の解決の一助となるよう、健
康に関わる新しいサービス（産業）
を創出できる環境づくりを進めてい
きます。
●はーとふる、健康の駅がそれぞ
れの役割と機能を活かしながら、市
民の健康を守るため緊密な連携を
図っていきます。

●救急、小児、周産期の医
療体制が整い、市民の誰も
がいつでも適切な医療を受
けることができ、安心感が高
まってきています。
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思
い
や
り
と
安
心

0
0
6

地
域
福
祉
の
充
実

020 020 地
域
福
祉

●市民の相互協力の意識が
高まり、みんなに優しい信頼
される地域福祉が行われ、市
民の日常生活の安心感が高
まっています。

【留萌市地域福祉計画（第３期）】
　身近な日々の暮らしの場である地
域社会での多様な生活課題に地
域全体で官民の共同により取り組
む仕組みをつくる。
・地域における福祉サービスの適
切な利用の促進
・地域における社会福祉を目的と
する事業の健全な発達
・地域福祉に関する活動への住民
参加の促進

追
加
変
更

●地域の福祉が充実していると
感じていない市民、お互いに助
け合って生活していると感じて
いない市民が半数を占めてお
り、また、ボランティア活動等を
推進してきたが、市民の約７割
の方々がボランティアに参加し
ていない状況です。

・核家族化が進み地域での繋がり
が希薄となってきていることがお互
い助け合って生活していると感じて
いない市民が多い理由と考えられ
ます。
・高齢化が進み、高齢者の独居世
帯や老老介護の世帯が増加する傾
向にあり、地域での見守りが求めら
れます。
・市民が自分の住む地域におい
て、住民との繋がりを持ち、高齢者
との連携を保ちながら地域での活
動できる環境づくりが必要です。

追
加
変
更

●ボランティアセンター機能の育成
を支援していきます。
●企業団体等の協力を得て、市民
がお互いに助け合って生活する環
境づくりに努めていきます。

・ボランティアの定義も時代とともに
多様化してきており、自治会におけ
る福祉活動もボランティアの一つと
して位置付けていきます。
・行政、福祉団体、介護施設、医
療、自治会との包括的な連携を図
りながら、地域における障害者や高
齢者が暮らしやすい環境づくりを進
めていきます。

追
加
変
更

達
成

・次期「留萌市地域福祉計画」の策定ヘ
向け、市役所内各部署と横断的な検討を
行うとともに、関係団体とも今後の方向性
と取り組む内容を検討していきます。
・新たに策定する「留萌市地域福祉計画」
に基づき地域福祉の充実を図ってまいり
ます。

市民健康部
社会福祉課

021 021 高
齢
者

●高齢者やその家族の安心
感も高まり、高齢者自身が経
験や知識を活かし社会参加
するなど、健康で明るく、いき
いきと生活している高齢者が
増えています。

●高齢者自身が経験や知識を活
かし社会参加するなど、健康で明る
く、いきいきと住み慣れた地域で生
活を続けられています。

変
更
な
し

●今後も特定高齢者の把握に
努め、介護予防事業への参加
者を増やす必要があります。
●高齢者の見守りネットワーク
構築の必要性について、地域
団体、関係機関、行政等が共通
認識を持ちつつ、役割を整理す
る必要があります。
●今後もサービス内容がニーズ
にあったものか否かを常に検証
し、関係団体や地域との連携を
強化する必要があります。

●高齢者人口の増加に伴い、要介
護状態、一人暮らし、身寄りがな
い、認知症者など高齢者の増加が
あり、介護予防や認知症対策、見守
りなどのサポート体制が必要となっ
ています。

変
更

●高齢者が住み慣れた地域で安
心して暮らし続けることができるた
めに、身近な地域の人々との交流
を進めていきます。
●関係機関、団体等の協力により、
高齢者にとって必要な支援等を迅
速かつ効果的に行っていきます。

●高齢者が可能な限り住み慣れた
地域で、その有する能力に応じ自
立した日常生活を営むことができる
よう、地域包括ケアの体制づくりを
進めます。

変
更

達
成

●要介護状態等の予防のため介護予防
の普及啓発や、介護予防教室の充実を
図り、生きがいづくりと社会参加を推進し
ます。
●一人暮らしや高齢者世帯、認知症高齢
者が安心して生活できるよう、地域の見守
りネットワーク事業による関係機関の連携
強化を図ります。
●認知症高齢者対策として、認知症予防
の普及啓発や認知症高齢者のサポート
体制を整え、尊厳の確保と権利擁護に努
めます。

市民健康部
地域包括支
援センター

022 022 障
が
い
者

●障がい者が自立して生活
していくために、地域が見守
り、手助けし、障がい者の暮
らしを支えています。

●障がい者に対する差別や偏見の
ない社会を構築するため、市民の
障がい者に対する理解を深めるとと
もに、地域が見守り、支援し、障が
い者が自立して生活できる環境づ
くりを目指します。

追
加
変
更

●障がい者に対する相談業務
及び就労促進のための事業等
を実施してきましたが、障がい者
がいきがいを持って、自立して
暮らしていくための支援等が必
要な状況です。

●身体の障がいや知的障がいに加
え、社会や生活環境の多様化から
精神障がいが増加傾向にあります。
また、近年は発達障がいのある方も
障がい者として位置付けられました
が、職場など社会的受入れの体制
が整っていないのが現状です。
●障がいのある方を受け入れ自立
できる支援等の環境整備が必要に
なってきます。

追
加
変
更

●障がい者が安心して暮らしてして
いくために、障害者について市民
に理解を深めてもらうための事業の
ＰＲを推進していきます。
●障がい者が自立していくために、
障がい者支援施設との連携により、
障がい者が活動できる場、雇用の
場、暮らしの場の確保に努めていき
ます。
●障がい者に対するサービスや情
報の提供、相談業務の充実を図っ
ていきます。

●障害者差別解消法の制定を受
け、障がい者が安心して社会で活
躍し地域で暮らせる環境整備を進
めてまいります。
●社会や地域が障がい者を受け入
れられるよう、行政として市民や企
業等に対し障がい者への理解を深
める事業を推進します。
●障がい者が自立して活躍できる
社会をつくるため、障がい者支援
施設の連携を強め、雇用場や暮ら
しの場の確保に努めます。
●障がい者に対するサービスや支
援などの情報を提供し、相談しや
すい場の充実を推進します。

追
加
変
更

達
成

●障がい者が安心して暮らし自立できる
社会の構築を目指し、庁内関係部署や関
係団体、市民と情報交換を行い、平成３０
年度にスタートする第５期留萌市障がい
福祉計画の策定を進めていく。

市民健康部
社会福祉課

0
0
7

社
会
保
障
の
充
実

023 023 国
民
健
康
保
険

●市民の健康意識が高まり、
生活習慣病などの患者が減
少し、医療費の適正化が進
み、保険財政の安定化が図
られています。

・市民の健康意識がさらに高まり、
一年に一回は、自らの健康状態を
確認するため、特定健診を受診す
る。
・健診の結果を踏まえ、保健指導な
どを活用しながら、適切な運動と食
生活を心がけて生活する。
・疾病の予防や重症化防止により、
医療費適正化が進み、持続可能な
国保運営が図られている。

追
加
変
更

●疾病の高医療費化が進み、
国保財政悪化の一因となってい
ることから、医療費の適正化を
図らなければなりません。
●特定健診の受診率が目標に
達していないことから、市民の健
康意識の醸成や医療費分析を
活用したきめ細やかな受診勧奨
対策が課題です。

・特定健診受診率や特定保健指導
実施率の伸び悩み
・医療費総体としては減少傾向にあ
るものの、一人当たり医療費は依然
として高い。
・保健事業や特定保健指導の実施
にあたり、保健師不足などの体制の
整備が課題である。

変
更

●医療費の適正化による国保財政
運営の安定化を図るため、引き続
き、特定健診をはじめとする各種健
診事業の充実や、はーとふるや健
康の駅、医療機関との連携強化を
図っていきます。

・関係機関との連携による特定健
診受診率及び特定保健指導実施
率のさらなる向上
・保健師等専門職の体制の拡充
・医療費分析による地域の健康課
題の抽出
・健康課題に対応した保健事業の
推進
・医療費適正化が進み、持続可能
な国保運営

変
更

未
達
成

・医療機関や事業所、町内会などとの連
携をすすめ、市民の健康意識が高まるよ
う、特定健診や特定保健指導を推進す
る。
・保健師等専門職の体制を拡充し、適確
な医療費分析による健康課題を抽出し、
健康課題に対応した保健事業を推進す
る。
・市民の健康意識が高まり、地域の健康
課題に対応した保健事業が展開されるこ
とで、医療費適正化が進み、持続可能な
国保運営に繋がる。

市民健康部
市民課

024 024 老
人
保
健

(

後
期
高
齢
者
医
療

)

●健康で、いきいきと暮らす
高齢者が増え、高齢者医療
保険も安定的に運営されて
います。

健康でいきいきと暮らす高齢者が
増え、後期高齢者医療保険制度が
安定的に運営されている。

変
更
な
し

●医療費が増大する中で、持続
可能な医療保険制度とするた
め、加入者の適正な負担と安定
した保険財政の維持が課題で
す。

高齢化が進み医療費が増大する中
で、持続可能な医療保険制度とす
るため、加入者の適正な負担と安定
した保険財政の維持が課題。

変
更
な
し

●現在国で検討している新たな医
療保険制度が高齢者にとって負担
増とならないよう、その影響等につ
いて注視していきます。

後期高齢者医療保険制度の安定
的運営
健康診査受診率の向上。
ジェネリック薬品の普及を進める

変
更

達
成

広報誌や町内会回覧で健康診査受診の
周知を行い、受診率の向上を目指す。
また、ジェネリック薬品についても同様に
周知し、普及を進める。

市民健康部
市民課

025 025 医
療
費
助
成

●助成制度と自助努力に
よって健康で、安心な日常生
活を送っています。

・障害者が元気に暮らせ、ひとり親
家庭を含む子育て世帯が子育ての
しやすい、乳幼児等を含む子ども
たちが元気にすくすくと育つまちづ
くりをめざし、市民の健康増進と経
済的負担を支援していく。

変
更

●経済的に安定した生活（自
立）を促しながら、安心して医療
サービスを受けられる環境整備
が課題です。

・市町村間における助成制度の内
容に格差がある。
・医療費助成受給者のさらなる負担
の軽減と利便性の向上が図られる
ような環境整備の検討が必要であ
る。

変
更

●今後も引き続き北海道医療給付
事業に基づき、適切な事業運営を
行っていきます。

・北海道医療給付事業に基づく適
切な事業運営
・国による医療費助成制度の要望

追
加
変
更

未
達
成

・障害者やひとり親家庭、乳幼児等にか
かる医療費について、北海道医療給付事
業に基づく医療費助成を適切に実施する
とともに、医療費助成受給者の負担が軽
減され、市町村間における助成制度の格
差をなくするよう、国による助成制度の整
備を要望していく。

市民健康部
市民課
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思
い
や
り
と
安
心

0
0
7

社
会
保
障
の
充
実

026 026 母
子
/
ひ
と
り
親
・
寡
婦
・
助
産

●ひとり親家庭でも経済的に
安定し、自立した生活に向け
て取り組んでいます。
●世帯の経済的状況に関わ
らず、安心して出産できてい
ます。

「子どもたちの生きる力　夢・希望・
笑顔あふれるまち」を基本理念とし
て策定した「留萌市子ども・子育て
支援事業計画」に基づく子育て施
策の推進により、ひとり親家庭等が
経済的に安定し、自立した生活と
子どもが健やかに成長できるととも
に、世帯の経済状況に関わらず、
安心して出産できる環境の充実が
図られています。

変
更

●父子家庭においても、経済
的、社会的に不安定な状態にあ
る場合もあり、ひとり親家庭世帯
の自立が課題です。
●経済状況の低迷で、経済的
助産を受けることができない世
帯の増加が危惧されます。

・ひとり親家庭等の経済基盤強化の
ための支援
・仕事と子育てとのバランスがとれた
生活を送るための環境整備
・世帯の経済状況に関わらず、安心
して出産できる環境の維持

変
更

●関係機関と連携し、ひとり親家
庭、寡婦の経済的、社会的自立に
向けた施策について実施していき
ます。
●経済的理由により、入院助産を
受けることができない場合にあって
も、安心して出産できるよう制度の
周知に努めていきます。

・関係機関と連携し、子育てや家事
と仕事の両立、子どもが健やかに
成長できるよう、
　ひとり親家庭等の自立に向けた
支援に努めます。
・ひとり親家庭等の様々な悩みなど
に関する相談に対応するため、相
談支援体制の充実
　を図ります。
・経済的理由により、保健上必要な
入院助産を受けることができない場
合にあっても、
　安心して出産できるよう制度周知
に努めます。

追
加
変
更

達
成

・「留萌市子ども・子育て支援事業計画」
における具体的事業の推進を図るため、
ＰＤＣＡサイクルの手法により毎年度、事
業の点検・評価を行い、本事業計画の中
間年である平成２９年度に必要な計画の
見直しを行います。
・ひとり親家庭等が、就業や就業のための
訓練等を行いながら安心して生活できる
よう保育所の入所時の配慮など、子育て
や生活の支援の充実を図るとともに、子ど
もが将来自立するための子ども本人に対
する支援を推進します。
・入院助産、各種手当制度など、支援など
を必要とする市民が情報を得られやすい
よう周知に努めます。

教育委員会
子育て支援
課

027 027 年
金

●公的年金制度に対する理
解も深まり、老後の生活安心
感が高まるとともに、年金に
よって健全な生活が維持さ
れています。

公的年金制度に対する理解が深ま
り、老後の生活安心感が高まり、年
金によって健康な生活が維持され
ている。

変
更
な
し

●国民年金は国が管掌する事
業であり、社会保障の一環とし
て暮らしの安心には必要不可欠
な制度です。本市としては、年
金事務所と協力連携を密にし、
市民に身近な窓口として一部申
請や相談、情報提供などを行っ
ています。

国民年金は国が管掌する事務であ
り、社会保障の一環として暮らしの
安心には必要不可欠な制度であ
る。本市としては、年金事務所と協
力連携を密にし、市民に身近な窓
口として一部申請や相談、情報提
供などを行う。

変
更
な
し

●公的年金制度による生活の安定
を図るため、引き続き無年金者の
発生防止、未加入者の解消など、
年金事務所と協力連携に努めてい
きます。

無年金者の発生防止
未加入者の解消など
年金事務所と協力連携。

一
部
変
更

未
達
成

年金事務所と協力連携し、年金制度の説
明、加入促進を図る。
来庁時に、国民健康保険の加入と連携し
て切り替えの案内を行う。
また、保険料の未納が続いている場合
は、免除申請の手続き等の確認を行う。

市民健康部
市民課

028 028 生
活
保
護

●就労可能な受給者が、自
らの努力と公的支援により自
立に向かうケースが増えてい
ます。

・保護を必用とする人に対する確実
な保護実施
・自立可能な被保護者への多様な
支援

追
加
変
更

●地域経済が低迷しており、受
給者が増加傾向にあります。

・保護世帯、保護人員は平成２３年
度をピークに逓減している
・世帯類型別では、高齢者世帯が
全体の６割を占めている
・地域経済、雇用情勢により、就労
可能な被保護者は働く場を見つけ
にくい

変
更

●就労可能な受給者については、
就労等で自立できるよう関係機関・
企業と連携し、引き続き支援、支援
に努めていきます。

・生活保護制度の周知
・被保護者の多様な問題に対応し
た支援
・就労可能な被保護者に対する積
極的な支援による経済的自立

追
加
変
更

達
成

・生活に困窮している人に対して最低限
度の生活を保障するため、生活保護制度
の効果的な周知を図る
・就労可能な被保護者に対して、就労支
援員による求職活動支援を行い就労を実
現し、経済的自立を促進する
・被保護者の多くを占める高齢者に対し、
傷病や閉じこもりを防止する等、健康的な
自立生活を維持するよう促進する

市民健康部
社会福祉課

029 029 介
護
保
険
・
介
護
予
防

●介護サービスや事業所情
報が統一基準で公開され、
サービス内容が利用者にで
きるだけ利用しやすくわかり
やすい制度となっています。
●利用者が事業所（者）を自
由に選択でき、本当に必要
なサービス提供を受け、安心
して生活できる環境になり、
満足度が向上しています。

・介護サービスを必要としている方
に、分かりやすい情報の提供をお
こなっている
・利用者にとって必要なサービスを
受けていただき、安心して生活でき
る環境を整備す
る

一
部
変
更

●市民の様々なニーズなどを常
に的確に把握し、真に必要な介
護サービスを提供するとともに、
引き続き介護予防事業に重点
をおき、介護給付適正化に努め
る必要があります。

・市民のニーズの把握が困難な状
況になっている
・一部、介護給付適正化事業が未
実施となっている

追
加
変
更

●高齢者が住み慣れた地域で安
心して必要なサービスを受けながら
暮らし続けられるよう、地域包括支
援センターを中心としてさまざまな
地域資源と連携し、支援していきま
す。
●介護サービスの質の確保・向上
を目指し、介護・生活支援サービス
などが切れ目なく、適正に提供され
るように支援していきます。

・地域包括ケアシステムの構築
・介護保険サービスの情報提供
・介護給付適正化事業の推進

変
更

達
成

・住み慣れた地域で、共に支え合いなが
ら、生き生きと暮らせるよう、「地域包括ケ
アシステム」の構築を図り施策をすすめる
・様々な媒体を活用した介護保険サービ
スの情報提供を行う
・介護給付費通知、ケアプラン点検等を
実施し、介護給付費の適正化を推進する

市民健康部
介護支援課
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0
0
8

030① ・担い手となる認定農業者に効率
的に農地を集積することにより、ス
ケールメリットによる経費の削減が
図られ所得が向上します。

変
更

・農業者の高齢化が進んでおり農
地の流動化が予想されるが、離農
者は出来るまで農業をやるというス
タンスのため、担い手にとっては農
地集積の予定が立たない状況にあ
る。

一
部
変
更

・高齢等により離農する農業者の農
地を、ＪＡ南るもいとの連携の下、担
い手への集積を進めていきます。

一
部
変
更

達
成

・担い手となる認定農業者に農地を集積
するため、農地中間管理機構やＪＡと連携
しながら集積率の向上を図る。
・新規就農者に対して農地の賃貸借等の
支援を行う。

農業委員会
事務局

030② ●高品質米産地の維持、強化に向
け、担い手への農地集約化による
効率的な生産、供給体制の確立
や、高付加価値化に向けた栽培技
術、品質管理に取り組み、南るもい
米としてのブランド価値が高まって
います。
●新たな担い手の確保を図りなが
ら、地域営農組織等による水田を
活用した戦略作物への取り組み
や、高度な施設園芸作物の導入が
進んでいます。

追
加
変
更

●主食用米の需要減少、米価下落
は農業経営に大きな影響を与えて
いる。また、農業者の高齢化が進
み、今後、急速に農家戸数の減少
が進むと思われる中で、将来にわた
り留萌市の農業を維持、発展させる
ためにも、需要に応じた米の作付と
販売力の強化や、水田を活用した
戦略作物の麦、大豆への転換への
体制整備が課題となっている。

追
加
変
更

●産地としての競争力を高めるた
め、高品質米産地としての南るもい
米ブランドづくりと、地域を挙げての
販売力の強化に向けた体制づくり
を構築していきます。
●新たな担い手の確保や、既存担
い手が効率的な農業を展開してい
くための地域営農支援体制を構築
し、水田を活用した戦略作物への
取り組みや、高度な施設園芸作物
への取り組みを進めていきます。

追
加
変
更

未
達
成

●南るもい米のブランド化を進めるため、
JAとも連携しながら生産者が取り組む栽
培技術や品質管理の向上等の取り組み
を支援し、関係機関、地域が連携しながら
新たな販路開拓等を進めていく。
●幌糠農業・農村支援センターを中心
に、新規就農者等の受入支援や地域営
農支援体制の構築支援、高度な施設園
芸作物導入に向けた技術支援等を進め
ていく。

地域振興部
農林水産課

－ エゾシカ対策は035生活環境へ 削
除

エゾシカ対策は035生活環境へ 削
除

エゾシカ対策は035生活環境へ 削
除

達
成

エゾシカ対策は035生活環境へ 都市環境部
環境保全課

031 031 林
業

●市有林の保全管理が継続
的に行われるとともに、一般
の森林所有者の森林整備に
対する意欲も高まり、一般民
有林の森林整備も進んでい
ます。

【留萌市森林整備計画】
・林道及び作業道等の整備による
森林整備の促進
・木材利用向上と原木単価向上に
よる一般民有林での森林整備意欲
の高揚

変
更

●木材市況の低迷が続いてお
り、収益を追求した林業経営は
厳しい状況にあります。一方で、
地球温暖化をはじめとするCO2
吸収源対策としての森林整備が
求められています。
●森林所有者の不在村化、高
齢化、担い手不足、林業経営の
採算性の低さなどにより、森林
所有者の森林整備に対する意
欲が著しく低下しています。

・木材市況低迷による一般民有林
における森林整備の意欲低下
・森林所有者の不在村化に伴う森
林整備の非効率化
・林業担い手及び森林整備従事者
の不足

一
部
変
更

●森林･林業再生プランを踏まえて
策定した留萌市森林整備計画によ
り、一般民有林の計画的な施業を
促進し、継続的に市有林整備を推
進していきます。
●作業路等の共同敷設など、施業
集約化を促進していきます。
●森林所有者に対する森林整備
の普及啓発を行い、森林保全に対
する意欲の高揚を図っていきます。

・林道及び作業道等の整備
・道外及び国外への原木移輸出の
促進
・CLT建材またはバイオマス燃料
等、新たな木材利用の創出

追
加
変
更

未
達
成

・北海道との連携により、林道及び作業道
等の整備を行い、持続可能な森林整備体
制を構築していく。
・留萌港を活用し、道外（秋田県）及び国
外（韓国・中国）への留萌流域における原
木移輸出の促進を図っていく。
・公共施設における木材使用の促進とバ
イオマス燃料としての利用促進策につい
て模索していく。

地域振興部
農林水産課

032 032 漁
業

●漁業の担い手の確保や育
成が進み、経営基盤が安定
し、積極的な設備投資など経
営改善に取り組み、安全・安
心な水産品が供給されてい
ます。

【留萌市農林水産業振興基本計
画】
・漁業資源の増殖及び資源管理の
取り組みにより、沿岸漁業の継続的
な展開と市民等への水産物の安定
供給
・養殖業等新たな操業体制の転換
により、漁業収入の安定化と担い手
の永続的な更新
・水産物販売体制の６次産業化に
よる付加価値向上により、漁業・漁
協経営の強化

追
加
変
更

●本市の漁業生産について
は、漁業資源の減少や魚価の
低迷により生産高は年々減少
傾向にあります。
●経営基盤が脆弱なため、新
規参入が進まず、高齢化が進
展しています。

・漁業資源量の年変動や魚価単価
の低迷により、漁業収入が不安定
である

追
加
変
更

●東海大学及びはこだて未来大学
との共同事業の推進により、漁業資
源の増大と資源管理手法の開発を
進めていきます。
●磯焼け対策事業を推進し、効果
的な磯焼け解消技術の開発によ
り、藻場の再生を図っていきます。
●漁業体験学習を積極的に実施
し、海や漁業に対する興味や理解
を醸成させ、また、新星マリン漁協
等関係機関との連携を図り、漁業
担い手の育成に繋げていきます。

・漁業資源増殖及び管理の強化
・養殖業等新たな操業体制転換へ
の支援
・販売流通施設整備への支援

追
加
変
更

未
達
成

・産学官連携事業の実施により漁業資源
増殖及び管理の徹底を図り、持続可能な
資源量の確保に努める。
・ホタテ養殖業への経営転換に向けた指
導と支援を実施する。
・水産物の付加価値向上のための販売、
流通、加工等施設整備に向けた指導と支
援を実施する。

地域振興部
農林水産課

033 033 地
産
地
消

●地場産品への関心や消費
も高まり、安定供給体制も確
立し、地域の１次産品がブラ
ンド化され、市民はもとより全
国の消費者が“留萌産”を求
めるようになってきています。

●地域の１次産品の安定生産、供
給体制の確立により、留萌産にこだ
わった飲食メニューの展開や、地
場の食材を活用した商品開発、地
元消費の拡大を図りながら、１次産
業への関心を高めていきます。

一
部
変
更

●「うまいよ！るもい市」におけ
る水産品など地場産品について
は、天候の影響により必要数量
を確保できないことがあるため、
安定確保のための対策が求め
られています。

●地域の食を支える生産者の減少
や、自然環境の変化、さらには安価
な外国製品の輸入増等により、１次
産業を取り巻く状況は厳しいものと
なっています。

変
更

●各種イベントなどを通して地場産
品の更なる知名度の向上を図って
いきます。
●生産者や地元企業などと連携
し、消費者のニーズにあった地場
産品の提供を通じて、地場産品の
消費拡大と市内交流人口の増大に
よる経済の活性化を図っていきま
す。

●産直イベントをはじめ、生産者の
顔のみえる販売体制の構築を推進
しながら、地場産品の消費拡大を
図っていきます。
●生産者や地元企業、団体等とも
連携しながら、地場の農産物等を
活用した新たな商品開発等の研究
を進め、経済の活性化につなげて
いきます。

変
更
な
し

達
成

●うまいよ！るもい市をはじめとした鮮魚
等の産直イベントの開催や、産直用野菜
の等生産支援を行いながら、１次産品の
供給体制整備を進めていく。
●地場の農産物等を活用した新商品開
発等の研究支援体制づくりを進めながら、
農業者と商工、福祉関係等が連携した地
場産品の製造、供給への支援を講じてい
く。

地域振興部
農林水産課

0
0
9

034① ・市民や企業が電力量や化石燃料
などの消費削減に取り組むことによ
り、自然と共生する意識が図られて
います。

変
更

・日常生活や事業活動の中で、電
力量や化石燃料の消費削減が図ら
れていますが、国が示す地球温暖
化対策計画の目標数値達成のた
め、更なる削減が必要となる。

変
更

・省エネルギーの意識を市民・企
業・行政が一体となって高めること
により、地球温暖化の原因となって
いる二酸化炭素の削減を図る。

変
更

達
成

・電力会社の節電広報協力のほか、家庭
でできる省エネルギーの情報を提供す
る。
・家庭での省エネルギー意識の向上を図
るため、「環境家計簿」をＰＲする。
・市内の官公庁や主な企業のエネルギー
使用状況を継続して調査する。

都市環境部
環境保全課

034② ※省エネルギーの施策は不要と思
われる。

・エネルギーを自立的に確保して
いくために環境への負荷が少なく、
地域に賦存する資源を活かせる新
エネルギーの導入が進んでいま
す。

変
更

・新エネルギーは、安定した電源と
して活用するためには、導入コスト
の低減や経済的支援の拡充が課題
です。

変
更

・新エネルギーについては、社会
情勢等の動向をみながら導入の可
能性を探ります。
・市民や事業者に対する新エネル
ギーの普及啓発を行い、市民・事
業者・行政が協働して新エネル
ギー施策に参画できる仕組みづくり
の構築を目指します。

追
加
変
更

未
達
成

・新エネルギーの導入に向け、計画的か
つ着実な推進を図るため、再生可能エネ
ルギーの推進に関する情報収集を行いま
す。
市内に新エネルギーを積極的に導入す
る事業者等の支援について検討を行いま
す。

地域振興部
政策調整課

030 農
業

●限りある資源の有効活用
に対する市民や企業の意識
も向上し、豊かな自然環境を
次世代に引継ぎ、自然と共
生する持続可能な地域づくり
に向かって、市民・企業・行
政が一体となった取り組みが
進んでいます。

エ
ネ
ル
ギ
ー

の
有
効
利
用

●各種事業の実施により、地域
における南るもい米の認知度は
ある程度向上したものと考えら
れるが、今後一層の取り組みが
必要です。
●後継者や労働力不足の対策
については、有効な手段が見出
せない状況にあります。

●南るもい米ブランド化と地域内消
費拡大に向けＰＲ事業を継続して
いきます。
●高齢等により、離農する農業者
の担い手への集積を推進するととも
に、ＪＡ南るもいなど関係機関との
連携の下、担い手対策の調査・研
究を進め、担い手農業者の育成と
確保を目指していきます。

自
然
と
資
源

地
産
地
消
と
一
次
産
業
の
推
進

●農業の担い手の確保や育
成、効率的な農地集積が進
み、優良な主食用米が安定
的に供給され、南るもい米ブ
ランドが市内外から認知され
ています。

034 省
エ
ネ
ル
ギ
ー

・
新
エ
ネ
ル
ギ
ー

●市民の日常生活や企業の事
業活動におけるエネルギーの
消費は、二酸化炭素を大量に
排出し、地球温暖化の原因と
なっています。日常生活や事業
活動の中で、省エネルギーの意
識を高めていくことが課題です。
●新エネルギー資源の実態や
利用の可能性など、基礎的
データの把握が課題です。

●市民の日常生活や企業の事業
活動の中で、省エネルギーの意識
を高めていくために、市民に対して
啓発を推進していきます。また、事
業者についてはアンケート調査等
による省エネ実態把握により省エネ
対策を推進していきます。
●新エネルギー資源の実態や利
用の可能性などについて検討する
とともに、情報発信に努めていきま
す。
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政
策

心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
分

５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

暮
ら
し
と
安
全

0
1
0

市
民
生
活
の
基
盤
づ
く
り

035① ・留萌市環境基本計画の理念が浸
透し、市民や企業の環境問題や環
境保全に対する意識が高まってい
る。
・空き地や空き家の適正な管理に
ついて、所有者の理解を求めなが
ら環境の保全や危険防止に取り組
む。
・畜犬は狂犬病予防注射の実施率
を高め、猫などのペットの飼養につ
いても飼い主のマナーを向上させ
る。

追
加
変
更

・留萌市環境基本計画は平成２８年
度に第２期計画を公表し、市民や企
業に対して計画の理念を浸透させ
ることが課題となっている。
・空き地や空き家の適正管理につ
いては、所有者の相続放棄や倒産
企業、所在不明所有者などの適正
管理指導に苦慮している。
・犬の放し飼いはないが、野良猫に
対して無責任な餌やりの苦情が増
えている。

追
加
変
更

・留萌市環境基本計画は１０年間
の計画期間として公表するが、定
めた目標の進捗状況を検証する。
・空き地や空き家の不適正管理に
ついては、空き家対策特別措置法
に基づき継続して指導を行う。、
・ペットの飼養について、飼い主の
マナーを向上させる。

追
加
変
更

達
成

・定期的に実施している環境調査結果の
公表や環境に関する講演会を開催し、環
境に対する関心を高める。
・空き地や空き家の発生時に、登記情報
や戸籍・住民基本台帳により所有者を特
定する。また、空家対策特別措置法に対
応するため、留萌市空き家対策計画によ
り対応する。
・ペット飼養に関するマナーを向上を図る
ため、狂犬病予防集合注射の案内や町
内回覧・市広報紙を利用して広く市民に
周知する。

都市環境部
環境保全課

035② ・公共交通はその必要性を市民か
ら理解され、安定した運営を行って
います。

変
更
な
し

・公共交通の空白地域や利用者の
減少に関して、市民レベルでの意
識や問題としての高まりが見受けら
れず、地域公共交通の必要性が認
識されていません。

変
更
な
し

・「留萌市地域公共交通活性化協
議会」において「地域公共交通総
合連携計画」を検証し、公共交通
空白地域の解消に向けて検討して
いくとともに、市民レベルでの公共
交通の必要性が高まる環境づくり
に努めていきます。

変
更
な
し

達
成

・「留萌市地域公共交通活性化協議会」
において公共交通空白地域の解消に向
けて検討していくとともに、市民レベルで
の公共交通の必要性が高まる環境づくり
に努めていきます。

地域振興部
政策調整課

036 036 消
費
生
活

●消費者教育が充実し、トラ
ブルが未然に防止され、消
費生活の安心感も高まって
います。

●消費者教育が充実し、トラブルが
未然に防止され、消費生活の安心
感も高まっています。

変
更
な
し

●消費者相談窓口を委託して
いる消費者協会の相談員の高
齢化等により、新たな人材確保
が課題となっています。

●消費者相談窓口を委託している
消費者協会の相談員の高齢化等に
より、持続可能な相談窓口の確立と
機能の強化が課題となっています。

一
部
変
更

●国（消費者庁）の動向を見守りな
がら、さらに効率的な事業手法を見
直していきます。
●消費者相談体制の継続に向け
て、消費者協会等と連携を図りなが
ら人材確保に力を入れるなど協議
を進めていきます。

●消費者教育が充実し、トラブルが
未然に防止され、安心安全な消費
生活を目指します。
●国（消費者庁）の動向を見守りな
がら、さらに効率的な事業手法を見
直していきます。
●消費者相談体制の持続可能な
消費者相談体制を見据え、消費者
協会等と連携を図りながら窓口機
能の強化及び相談体制の充実を
図ります。

追
加
変
更

達
成

●行政と消費者協会が協力し、「消費者
行政活性化事業補助金」を活用すること
で、持続可能な消費者相談体制の構築を
図ります。

地域振興部
経済港湾課

037 037 し
尿
処
理

●受益者負担の原則に基づ
く適正な手数料収入を原則と
した施設の維持管理が行わ
れています。

・受益者負担の原則に基づき、適
正な手数料収入により市内事業者
による収集運搬と施設の維持管理
を行う。

変
更
な
し

●し尿及び浄化槽汚泥の処理
量は、Ｈ19年度に比較し、Ｈ21
年度に約14％減少し、公共下
水道の普及や人口減少の影響
が大きい状況です。
●し尿処理量の減少により、条
例に定めるし尿収集料金につ
いて、改定の検討が必要です。

・し尿及び浄化槽汚泥の処理量は、
公共下水道の普及や人口の減少に
より年々減少している。
・し尿の収集については収集量が
平成１４年度の半分以下となり、平
成２６年度からは市の委託事業とし
て経費を見直し実施している。
・処理施設は昭和５３年の建設であ
り、施設の更新と併せて処理方法の
検討が必要。

追
加
変
更

●し尿量の減少に伴い、処理能力
の縮小も踏まえた中で、適正な受
益者負担の原則により、し尿処理
手数料の見直しを図っていきます。

・し尿及び浄化槽汚泥の処理量は
減少していくが、衛生的な生活を保
つためには必要な業務であり継続
して実施する。

一
部
変
更

達
成

・委託事業として実施しているし尿収集業
務について、収集量の減少による受益者
負担額の改定と委託事業者の経営安定
を考慮し改定する。

都市環境部
環境保全課

038 038 火
葬
場

●終焉の儀式の場にふさわ
しい環境が持続されていま
す。

・終焉の場としてふさわしい環境を
継続して維持する。

変
更
な
し

●構成団体の見直しの関係で、
Ｈ22年度において、現構成市町
よりも構成団体でない近隣町の
利用者数が多い状況にあり、見
直しの検討が課題となっていま
す。

・火葬場施設は留萌市と小平町が
共同で運営しているが、区域外の
利用が多く平成２６年４月から火葬
場使用料金を改正している。

変
更

●施設については、今後も景観や
環境の美化が図られるよう努めてい
きます。

・施設は平成１６年２月に設置され
ており、適切な施設の維持・管理に
より今後も景観や環境美化が図ら
れるよう努める。

変
更
な
し

達
成

・今後も構成団体の相応の負担により、終
焉の儀式の場としてふさわしく、市民が円
滑に利用できるように管理・運営する。

都市環境部
環境保全課

039 039 墓
地

●新規墓地希望者の数を見
ながら、整備に取り組んでい
ます。

・新規墓地使用希望者に対して、
区画の広さなどニーズに合った貸
付けを行う。

変
更
な
し

●新規墓地希望者に対応する
ため、新規墓地の空き区画と返
還された区画を対象に、年度当
初に公募を実施します。

・今後、使用者の高齢化や地方へ
の転出により、返還される区画が増
えることが予測される。

一
部
変
更

●新規墓地希望者に対応するた
め、今後も墓地の需要の把握に努
めていきます。

・返還される墓地を適正に管理し、
墓地の使用希望者に貸付けを行
う。

変
更

達
成

・今後の墓地の貸付については空き墓地
を利用し、区画の広さや場所など使用者
が希望する区画の整備を行う。

都市環境部
環境保全課

035 生
活
環
境

●留萌市環境基本計画の理
念が浸透し、環境問題、環境
保全に関する市民や企業の
意識も高まってきています。
●公共交通はその必要性を
市民から理解され、安定した
運営を行っています。
●空き地は所有者の理解も
深まり、環境の美化と危険防
止が進んでいます。
●空き家は関係機関との連
携や所有者の理解により、適
正な管理や解体が進み、危
険防止が進んでいます。
●街路灯はＬＥＤ化され、町
内会経費の削減、環境への
貢献、防犯面での安心感が
高まっています。
●畜犬は狂犬病予防注射の
実施率も高まり、飼い主のマ
ナーも向上しています。

●留萌市環境基本条例及び留
萌市環境基本計画の理念がま
だ市民、事業者に対し浸透が浅
く、理解を深めてもらい、環境に
対する意識の向上を図ることが
課題です。
●公共交通の空白地域や利用
者の減少に関して、市民レベル
での意識や問題としての高まり
が見受けられず、地域公共交通
の必要性が認識されていませ
ん。
●空き地は、今後も人口減少な
どにより、市街地で増える可能
性があり、新たな所有者を早期
に把握し、適切な管理を要請す
ることが必要です。
●空き家の解体等には費用も
要するため強制的な解体要請
ができないとともに、所有者が不
明や留萌に在住していないた
め、風害時には職員が直接対
応している状況です。
●街路灯の新設に対する上限
が明記されていないなど規則に
不備があるとともに、今後事業
展開していくＬＥＤ化事業への
整合が必要です。
●畜犬は、犬糞や放し飼いによ
る苦情が依然として多数あり、危
害防止、公共の安全確保、飼い
主のマナー向上が図られていな
いことが課題です。

●留萌市環境基本条例及び計画
の理念がより浸透するよう、環境に
対する意識の向上と協働による事
業展開を図っていきます。
●「留萌市地域公共交通活性化協
議会」において「地域公共交通総
合連携計画」を検証し、公共交通
空白地域の解消に向けて検討して
いくとともに、市民レベルでの公共
交通の必要性が高まる環境づくり
に努めていきます。
●空き地は、所有者へ適切な管理
を今後も要請していきます。
●人口の減少等により、空き家は
今後も増加していくものと思われ、
各関係機関と連携した対応が必要
となってきています。
●街路灯ＬＥＤ化事業を推進し、電
気代の削減やCO2の削減に努め、
環境への負荷軽減を支援していき
ます。
●畜犬は、危害防止、公共の安全
確保、飼い主のマナー向上に向け
ての指導と啓発の強化を図ってい
きます。
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政
策

心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
分

５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

暮
ら
し
と
安
全

0
1
0

市
民
生
活
の
基
盤
づ
く
り

040① ・安全で安定した水道水の供給を
維持していく

変
更
な
し

・現有施設の機能を停止することな
く計画的な事業を継続するため、水
道事業経営の健全化を図る

・H28年度までとしていた「沖見配水
場改修事業」においては、高区配
水池の耐震補強の必要性からH30
年度まで事業を継続し、計画してい
た工事である1号配水池や4号配水
池の補修及び場内フェンスや流量
計室新設については改めて検討す
る

追
加
変
更

・水道事業会計の収支均衡による
運営基盤の強化を図る

・老朽化した施設が多く、水道施設
全体の基本計画の策定が必要で
ある

追
加
変
更

達
成

・平成29年度以降より、取水・導水・送水
施設といった老朽化更新のため、基本計
画を策定し事業を実施していく

・配水施設整備基本計画における残工事
については、平成30年度以降より改めて
計画を策定し事業を実施していく

都市環境部
上下水道課

- 簡易飲料水関係は035生活環境へ 削
除

簡易飲料水関係は035生活環境へ 削
除

簡易飲料水関係は035生活環境へ 削
除

達
成

簡易飲料水関係は035生活環境へ 都市環境部
環境保全課

040② 0 記
入
な
し

0 記
入
な
し

水道事業が負担している留萌ダム
関連の水源開発対策負担金に対
しての繰出し金であり、継続して必
要な経費を拠出していく。

追
加
変
更

達
成

・水道事業の健全経営が図られるよう支
援していく。

都市環境部
都市整備課

041 041 下
水
道

●経営健全化計画の確実な
実施による持続可能な下水
道事業経営が図られていま
す。

・経営健全化計画の確実な実施に
よる持続可能な下水道事業経営を
図ります。

変
更
な
し

●水洗化人口は、供用開始から
10年以上経過している地区は
80%台、10年未満の地区は50%
程度となっており、水洗化率向
上対策が必要です。
●下水道財政状況は、Ｈ19年
度の累積赤字5億600万円に対
し、Ｈ２３年度予算で3億2,400万
円となっており、引き続き累積赤
字の解消対策が必要です。
●処理場は、供用開始から19年
が経過し、機械設備の老朽化に
よる計画的な改修が必要となっ
てきています。

・全体計画区域人口に対する水洗
化率は７３．７％（平成27年度末）程
度にとどまっているため、未普及解
消のため対策が必要です。
・留萌浄化センターは供用開始から
２４年が経過し、長寿命化計画に基
づいた計画的な改築・更新が必要
となります。

追
加
変
更

●処理場老朽化に伴う機械設備の
改修計画を策定し、財政状況をみ
ながら改修に着手していきます。
●管網整備は一時休止し、全体計
画の未整備地区に対し、今後の整
備方針策定のため、地域住民の意
向等の検討していきます。
●供用開始区域内の下水道普及
対策として、既存の資金貸付制度
の利用延長を図るとともに、新たな
制度についても検討していきます。

・未普及区域の解消に向け、計画
的な管網整備を進めていきます。
・平成２７年度に作成した、長寿命
化計画に基づき計画的な改築・更
新を進めていきます。
・昨今のゲリラ豪雨に対応した雨水
管整備を進めていきます。（潮静地
区）

変
更

達
成

・新たに東部・潮静地区を汚水管整備の
認可区域とし平成３０年から４年計画で管
網整備を進めていく。
・平成２６年度から進めている潮静地区の
雨水管整備は社会資本整備総合交付金
の減少により若干の事業期間の延伸が見
込まれるが、潮静・南町４丁目区域の浸水
解消に向けて事業を進めていく。
・留萌浄化センターの長寿命化は、社会
資本整備総合交付金を活用しながら、健
全な運転が実施できるよう、計画的な改
築・更新を進めていく。

都市環境部
上下水道課

042 042 浄
化
槽

●下水道認可区域外で合併
処理浄化槽が普及し、市民
の快適で衛生的な生活環境
の改善が進んでいます。

・下水道認可区域外において、合
併浄化槽の普及により市民の快適
で衛生的な生活環境の改善を進め
る。

変
更
な
し

●新たな生活排水処理基本計
画策定により、公共下水道認可
区域外での合併処理浄化槽の
整備推進が図られるが、浄化槽
設置整備事業補助の設置基数
の枠配分があり、全ての設置に
対し、設置者に補助適用するこ
とが困難な状況です。

・生活排水処理基本計画により、下
水道認可区域外での合併処理浄
化槽の整備が図られているが、浄
化槽設置整備事業補助の配分以
内での補助となり、希望する設置者
全てに対応することが困難な状況と
なることがある。

変
更
な
し

●新たな生活排水処理基本計画
策定により、下水道認可計画の変
更と歩調を合わせた中で計画を見
直し、将来の下水道認可区域外に
おける合併処理浄化槽設置の普及
促進を図っていきます。
●市民の快適で衛生的な生活環
境づくりのため、公衆衛生に係る水
質保全を図るとともに、生活排水の
適正処理を推進し、さらなる環境負
荷の低減に努めていきます。

・生活排水処理基本計画により、下
水道認可区域外における合併浄化
槽設置の普及により、衛生的な生
活環境と河川等の水質保全を図る
ことにより、環境への負荷の低減を
図る。

変
更

達
成

・今後も環境負荷を低減するため、下水
道が整備されていない区域の未設置者に
対して合併浄化槽の設置を周知する。

都市環境部
環境保全課

043 043 河
川
・
ダ
ム

●市民の生命・財産を洪水
から守るためのダムや河川が
整備・管理され、市民が安心
して暮らしています。

・市民の生命・財産を洪水から守る
ための河川・ダムが整備・管理さ
れ、市民が安心して暮らしていま
す。

変
更
な
し

●国の留萌川水系河川整備計
画による留萌ダムと大和田遊水
地の事業が完了しましたが、昨
今の異常気象から市民の生命と
財産を守るため、引き続き留萌
川改修整備事業の推進を国に
対して強く働きかける必要があり
ます。
●その他の河川でも北海道と留
萌市で河川改修、災害復旧など
の事業を行ってきましたが、未
改修の原始河川もまだ多く残っ
ています。

・留萌川の整備促進要望。（国）
・マサリベツ川の整備促進要望。
（道）
・留萌市が管理する河川は168㎞あ
り、未改修の原始河川が多い。河道
内に立木が多く流れを阻害している
ので、計画的な伐木が必要である。
また、堆積土の計画的な除去も必
要である。

変
更

●留萌川水系では、引き続き留萌
川改修整備事業の推進を、国に対
して要望していきます。
●その他河川においても、市民が
安心して暮らすために必要な河川
改修事業等を行っていきます。

・留萌川の整備促進要望。（国）
・マサリベツ川の整備促進要望。
（道）
・留萌市管理河川の計画的な維持
管理。

変
更

達
成

・留萌川の整備促進要望。（国）
・マサリベツ川の整備促進要望。（道）
・留萌市管理河川の維持管理計画を策定
し、計画的な伐木、堆積土除去等行う。

都市環境部
都市整備課

040 上
水
道

●安全で安定した水道水の
供給が維持されています。

●現有施設の機能を停止する
ことなく、計画的な事業を継続
するため、今後も持続可能な水
道事業経営の健全化を図って
いくことが必要です。

●水道事業会計の収支均衡による
運営基盤の強化を図り、財政健全
化計画の確実な進捗による「沖見
配水場改修事業」の継続的な実施
を行っていきます。
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政
策

心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
分

５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

暮
ら
し
と
安
全

0
1
0

市
民
生
活
の
基
盤
づ
く
り

044 044 除
雪

●市民との協働による効率
的な除排雪により、冬の快適
な生活に対する市民の満足
度も徐々に向上しています。

●市民との協働による効率的な除
排雪により、冬の安心・安全な生活
に対する市民の満足度も徐々に向
上しています。

変
更
な
し

●現在、除排雪を委託している
業者で所有している除雪機械
等が老朽化しており、資金難の
ため更新する予定はありませ
ん。今後は除雪車両の確保が
課題となってきます。
●道路の雪出しについては、啓
発活動で一定の効果が見られ
る路線はあるが、依然として市
内各所で重機の雪出しが交通
障害の原因となっている箇所が
あるため、引き続き啓発活動に
取り組んでいく必要があります。
●ロードヒーティングは施設全
体の老朽化が激しく、維持管理
費も増大しているため、必要箇
所、延長の再検討と施設更新計
画を立てていく必要があります。

●現在、除排雪を委託している業
者では、所有し老朽化してきている
除雪機械等が徐々に更新されつつ
ある。
●道路の雪出しについては、啓発
活動で一定の効果が見られる路線
はあるが、依然として市内各所で重
機の雪出しが交通障害の原因と
なっている箇所があるため、引き続
き啓発活動に取り組んでいく必要が
あります。
●ロードヒーティングは更新計画に
基づき、老朽化が激しかった２路線
で施設の改修を行った。

変
更
な
し

●冬季の安心・安全な道路環境の
確保のため、町内会との協働で行
う雪堆積場の有効性を検証し、地
域での共助、協働のための環境整
備に努めていきます。
●除雪機械については、計画的な
更新を行い、現行除雪体制を確保
していきます。
●ロードヒーティングについては、
必要延長等の検討を行い、更新に
向けた計画を策定していきます。

●除雪機械については、計画的な
更新を行い、現行除雪体制を確保
していきます。
●冬季の安心・安全な道路環境の
確保のため、町内会との協働で行
う雪堆積場の有効性を検証し、地
域での共助、協働のための環境整
備に努めていきます。

一
部
変
更

達
成

●国の補助金制度を積極的に要望しな
がら活用し、除雪機械の計画的な更新を
進める。
●地域・町内会との協議の場を設け、冬
季の安心・安全な道路環境の確保のため
ＰＲを行う。

都市環境部
都市整備課

045 045 市
営
住
宅

●点在した団地の集約、高
齢化に伴う市街地団地への
住替え及びまちなか居住が
進んでいます。
●長寿命化計画（期間10年）
では、団地集約及び用途廃
止を進めながら管理戸数を
Ｈ27年度（前期5年）では、道
営の事業主体変更を含め１，
３８５戸、Ｈ32年度（後期5年）
までには1,272戸を目標とし
ています。

●点在入居した郊外団地の集約及
び用途廃止が進み、適正な管理戸
数へ近づいています。（目標管理
戸数Ｈ32年までに1,261戸）
●建替え及び改善による住環境及
び居住性の向上を図ることにより、
高齢化に伴うまちなか団地への住
替え及び新規入居が進み、入居率
のＵＰが見込めます。（目標値
92％）

一
部
変
更

●Ｈ23年3月末現在、公営住宅
等の管理戸数は27団地178棟、
1,391戸で、そのうち455戸は老
朽化した簡平、簡2の住宅であ
り、224戸（約49％）が空き家に
なっています。
●特に郊外の小規模団地は、
老朽化が著しく、入居者の高齢
化も進んでいるため、住戸改善
に伴う団地の集約及び市街地
の団地へ住替え等、なお一層
のスピードアップが急務となって
います。

●Ｈ27年度末現在、公営住宅の管
理戸数は27団地161棟1,381戸で、
そのうち409戸はＳ40年～50年代に
建設したＣＢ造の老朽化した簡平、
簡二の住宅であり245戸（約60％）
が空き家となっています。
また、高齢化に伴う他住宅への住
替え等による空住棟が増加傾向に
あり、用途廃止が追い付いていない
状況です。
●公営住宅等長寿命化計画に基
づき計画的に中層住棟の外部改善
が終了していく中、老朽化した給排
水設備等についても計画的に更新
していかなければなりません。
また、長寿命化計画における次期
計画変更では、高層住棟における
外部改善及び設備機器等の更新
についても盛り込んでいかなければ
なりません。

追
加
変
更

●今後ますます団地の老朽化が進
み、高齢化も進む中で、Ｈ22年度
策定した公営住宅等長寿命化計
画の中では、団地の集約を進める
ため、住戸改善のスピードアップ及
び建替えを進めていきます。

●留萌市公営住宅等長寿命化計
画に基づき計画的に事業を進めて
いきます。

一
部
変
更

未
達
成

●留萌市公営住宅等長寿命化計画（Ｈ
28～32年）の次期計画変更（Ｈ32年）まで
に、定期的に市営住宅における内外部の
劣化状況及び住戸内や共用部分の各設
備等についての詳細調査を実施し、建替
えの必要性及び改善の優先順位や内容
を精査した中で、予算的な検討及びまち
なか居住や福祉及び子育て支援住宅に
ついての検討を行うため、政策及び財政
サイド、必要に応じ関係部局を含めた検
討組織を立ち上げ計画の策定を進めて
いきます。

都市環境部
建築住宅課

046 046 火
災
・
救
急
救
命

●救急車が到着するまでの
間に傷病者が放置されず、
すばやい119番通報と早い
応急手当がなされています。

●応急手当の普及は、傷病者の救
命率の一層の向上につながるもの
で、消防機関の行う救急業務の効
果も高まる。更には大規模災害時
における住民の自主救護能力の向
上がなされる。

変
更

●一般市民を対象とする普通救
命講習は３時間と長めなため受
講しにくいという人が多く、一般
講習で１時間から２時間くらいの
依頼が多くなっています。

●一般市民を対象とする普通救命
講習は３時間と長めなため受講しに
くいという人が多く、一般講習（１時
間）と救命入門コース（１時間３０分）
の依頼が多くなっています。

変
更
な
し

●一般講習時に普通救命講習の
重要性を理解してもらえるよう努め
て、受講者の増加を狙うとともに、
年毎変化していく救急事情に合わ
せるために普通救命講習の再講習
の必要性についても理解してもらえ
るよう努めていきます。
●火災のない安心・安全なまちづく
りに向けて関係機関・団体と連携を
図るとともに、市民に対する予防啓
発の推進に努めていきます。

●一般市民もＡＥＤの使用が認め
られおり、今後も広く住民への周知
を継続し、消防と住民が連携した救
命体制の構築を推進する。
●災害のない安心安全なまちづく
りのため、複雑多様化する各種災
害に対応するため、消防施設の充
実強化を図り災害対応力の向上に
努める。

一
部
変
更

達
成

●救命率向上を目指し、ＡＥＤの使用方
法を対象とした普通救命講習３時間と救
命入門コース（１時間３０分）の普及啓発
活動を推進する。
●各防災関係機関と会議訓練等を行い
綿密な連携体制構築に努める。
●非常備である消防団員の訓練と拠点と
なる施設の整備を図ることで、消防体制
強化に努める。

消防本部
総務課

●安全で安心な暮らしのために取
り組む防犯は、自治事務であり、地
域が一丸となった防犯活動を行うこ
とで、市民が「安全で安心なまち」を
実感しています。

変
更
な
し

●留萌市防犯協会会員を主とし、
警察署や会員事業所、町内会など
の地域と協力した防犯活動を実践
しています。
●市内で発生した児童を狙った声
かけ事案、全国的にも増加傾向に
ある高齢者を狙った特殊詐欺の防
止について、更に防犯対策事業を
進める必要があります。

変
更

●暴力追放・防犯都市宣言に基づ
き、犯罪の抑止力になるような環境
づくりに努めるとともに、警察署、地
域安全活動推進委員、協会会員等
と連携し、各種防犯活動を支援・実
践していきます。
●継続的な活動により、更に犯罪
抑止効果の高い事業実施に向けて
努めていきます。

一
部
変
更

達
成

●今まで実施してきた「青色回転灯啓発
事業」や各種パトロールなど、年間計画に
基づいた事業を継続実施します。
●防犯協会の基金である防犯活動支援
基金を活用した助成事業による、防犯カメ
ラの設置等への積極活用に向け、事業周
知をしていきます。

総務部
総務課

LED化修了 削
除

LED化修了 削
除

LED化修了 削
除

達
成

LED化修了 都市環境部
都市整備課

●安全で安心な暮らしのた
め、地域が一丸となって防犯
活動に取り組み、市民が「安
全で安心なまち」を実感で
き、犯罪件数も減少していま
す。

047 防
犯

047 ●暴力追放・防犯都市宣言に基づ
き、犯罪の抑止力になるような環境
づくりに努めるとともに、警察、「地
域安全活動推進委員」、企業会員
等と連携し、各種防犯活動を支援・
実践していきます。
●企業会員の加入促進に努め、安
定した協会運営に努めていきま
す。
●各種事業を実施し、青少年の健
全育成や高齢者の防犯意識の向
上を支援していきます。

●景気の低迷により、企業会員
は減少傾向にあります。
●各種スポーツ事業において、
主体的に実施している団体とそ
うでない団体との差が生じてい
ます。
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政
策

心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
分

５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

暮
ら
し
と
安
全

0
1
0

市
民
生
活
の
基
盤
づ
く
り

048 048 交
通
安
全

●家庭・事業所・地域での交
通安全に対する意識が高ま
り、市民が当事者になる交通
事故はゼロに近づいていま
す。

●家庭・企業や事業所・地域での
交通安全に対する意識が高まり、
市民が当事者になる交通事故は減
少しています。

変
更
な
し

●高齢化社会の進展に伴い、
高齢者が加害者・被害者になる
割合が上昇しているため、高齢
者を対象とした新たな運動が必
要になってきています。
●児童・生徒による危険な自転
車運転は後を絶たないため、家
庭・学校でのより一層の交通教
育が必要です。

●高齢化社会の進展に伴い、高齢
者が加害者・被害者になる割合が
上昇しているため、高齢者を対象と
した新たな運動が必要になってきて
います。
●飲酒や酒気帯び運転撲滅に向け
た活動や運動が必要になってきて
います。
●危険な自転車運転を減らすた
め、家庭や学校でのより一層の交
通教育が必要です。

一
部
変
更

●交通事故による加害者・被害者
をなくすため、各機関と連携し、交
通安全教室、各種啓発運動を継続
的に進めていくとともに、特に高齢
者に対する運動を積極的に実施し
ていきます。
●各関係機関との連携により、事
故多発地帯を検証し、事故が減少
するよう対策を講じていきます。

●交通事故による加害者・被害者
をなくすため、各関係機関との連携
により、交通安全教室など、各種啓
発活動を進め、交通事故の減少に
努めていきます。
●特に飲酒・酒気帯び運転の撲滅
運動を積極的に実施していきま
す。
●平成28年5月22日をもって交通
死亡事故ゼロ１０００日を達成したこ
とから、引き続き警察署や各関係機
関と連携を強化し、市民の交通安
全意識の向上につながるよう交通
安全運動を積極的に実施していき
ます。

追
加
変
更

達
成

●交通事故による加害者・被害者をなく
すため、各関係機関との連携により、交通
安全教室など、各種啓発活動を進め、交
通事故の減少に努めていきます。
●特に飲酒・酒気帯び運転の撲滅運動を
積極的に実施していきます。
●平成28年5月22日をもって交通死亡事
故ゼロ１０００日を達成したことから、引き
続き警察署や各関係機関と連携を強化
し、市民の交通安全意識の向上につなが
るよう交通安全運動を積極的に実施して
いきます。)

総務部
総務課

049 049 ご
み
・
一
般
廃
棄
物

●廃棄物の適正な処理、資
源の再利用・再資源化による
有効活用が進み、市民のリ
サイクル意識がさらに高まっ
ています。

・市民に対して食品ロスや使い捨て
商品の削減、マイバックの持参等を
推進することにより、ごみの減量化
に対する意識がさらに高まります。

一
部
変
更

●適正な施設運営経費の確保
のため、ごみ収集及び処理経費
の抑制を検討しています。
●広域ごみ処理の開始に合わ
せて、収集ごみの区分変更に合
わせた体制を検討しています。

・広域ごみ処理に伴うごみの収集区
分の変更について、市民の意識が
高まっているが、まだ不適正な排出
があり、資源の再利用・再資源化に
よる有効利用のためにも市民の理
解が必要である。

変
更

●Ｈ25年度からの広域ごみ処理体
制へのスムーズな移行のため、新
たな分別及び収集体制に向けた取
り組みや資源の再利用・再資源化
による有効利用を進めていきます。

・ごみ分別の徹底を周知すること
で、ごみの減量化や再利用・再生
利用する意識を高めていきます。

変
更

達
成

・ごみの減量化を推進するため、市民に
対してより一層の指導・啓発を行う。

都市環境部
環境保全課

0
1
1

災
害
に
強
い
地
域
づ
く
り

050① ●地域による防災の意識が向上し
ています。
●地域における自主防災組織の設
置が増え、防災訓練の実施や参加
などにより、相互の助け合い精神が
浸透しています。

一
部
変
更

●高齢化による町内会活動が停滞
しており、活動が一部の人に限られ
ていることや設置した「自主防災組
織」が形式的になってしまう懸念か
ら、設置していない町内会が多い状
況となっています。
●災害情報等の伝達手段を安定さ
せる必要があります。
●市主催の市民防災訓練について
は、今後、「自主防災組織」の設置
増加に合わせて、「自主防災組織」
単位の自主的な訓練を継続実施で
きるようにする必要があります。
●避難行動要支援者名簿の作成と
防災関係者への名簿提供により、
日頃からの共助と支援に備えるとと
もに、対象者と町内会の理解と協力
を得ながら個別計画を作成する必
要があります。

変
更
な
し

●「自主防災組織」の増加、設置と
育成から、共助による地域の防災
力の向上を図っていきます。
●防災情報の伝達体制について、
必要な時に必要とされる情報を送
る、受けるなど、新しい方策や情報
伝達ツールを検討していきます。
●津浪災害を想定しつつ、複合型
の災害や大雪などに対応した防災
訓練を通じて、防災知識と技能の
習得を図っていきます。
●引き続き、避難行動要支援者名
簿の作成と更新を行い、防災関係
者に対し名簿提供を行います。ま
た、個別計画の作成についても継
続します。

変
更

未
達
成

●年間を通じて自主防災組織の設置推
進するため、機会あるごとに地域に出向
いての説明会や防災訓練を実施します。
●定期的な防災会議の開催や他市との
防災関連情報の交換を行い、留萌市の
防災対策への活用や新たに取り組みの
参考としていきます。また、留萌市地域防
災計画の改訂に取り組みます。
●実践的な災害対策本部訓練を実施し
ます。また、市民防災訓練については取り
組みやすい内容で多くの市民が参加でき
る体制を構築します。
●年間を通じた避難行動要支援者名簿
の作成及び更新と個別計画を作成してい
きます。

総務部
総務課

050② (消防は実働であり、未掲載) 削
除

(消防は実働であり、未掲載) 削
除

(消防は実働であり、未掲載) 削
除

達
成

(消防は実働であり、未掲載) 消防本部
総務課

0
1
2

税
な
ど
の
負
担

051 051 税
・
税
外
収
入

●税とは、「自ら進んで納め
る社会の会費である」という
意識が高まっています。
●自主納税の意識の高まり
から、口座振替や特別徴収
義務者が増え、収納率が高
まっています。

●市民の自治意識の向上とともに
納税（納付）本来の姿である自主的
な納期内納付が定着し、収納率が
高まっています。

変
更

●前期計画中は税制改正、税
率改正、未曾有の景気低迷な
ど税環境は極めて厳しい状況
下にあったが、様々な収納手法
を講じて、一定の収納率を確保
できましたが、Ｈ22年度の決算
状況の全道市平均収納率
97.7％と比較すると、まだ収納
率は低位であることが課題で
す。
●収入未済の多い固定資産税
における課税客体の実態把握
の精度を高め、さらに、市税徴
収の運営方針に定める目標収
納率や各種差し押さえなど重点
実施事項を確実に励行する努
力をしなければなりません。
●税外収入の収納率が低迷し、
また、滞納繰越額が減少してお
らず、徴収や滞納整理に対する
知識や技術不足が課題となって
います。

●高額滞納事案及び対応困難事
案については、収納対策本部の打
合せ等において協議・方針を決定
し、個別集中的に滞納整理を図っ
ていかなければならない。
●これまでも、悪質な滞納者には納
付催告や滞納処分をしてきたが、公
平で適正な納付・市民負担を実現
するためにも、市税及び税外債権
の徴収対策の強化を図り、引き続き
更なる滞納整理が課題である。

変
更

●税については、今後も産業構造
や景気低迷により大幅な収納額の
アップは見込めない状況であるが、
広報や出前講座・ホームページな
どにより、自主・納期内納税の促進
を図るとともに、全道都市レベルの
収納率を確保するため、収納対策
の強化を図ります。
●税外収入については、留萌市債
権管理条例（Ｈ21年度施行）に基
づき、収納対策本部において、滞
納整理マニュアル（公課編）（その
他債権編）を作成し、各所管とのヒ
アリングを通して、知識と技術を習
得させて、収納率の向上と滞納繰
越額の解消を目指します。

●広報誌やホームページのほか、
新聞、FMもえる、メールマガジン、
ポスターなど様々な広報媒体を利
用して市税等に係る情報発信を行
い、自主的な納期内納付の推進を
図ります。
●税外収入については、留萌市債
権管理条例（Ｈ21年度施行）に基
づき、収納対策本部において、各
所管との情報の共有化を図り、さら
なる収納率の向上と滞納繰越額の
圧縮に取り組みます。

変
更

達
成

①随時、口座振替の推進と特別徴収義務
者の新規誘導
②毎年７～８月に効果が期待される一斉
文書催告の実施
③従来以上の各種債権の差押え等の強
化
④インターネット公売による動産や不動産
の差押えの実施。
⑤毎年８月に道との共同催告及び共同徴
収の強化や地方税法第48条の規定に基
づく道への引継ぎ(直接徴収)の実施
⑥悪質滞納者へタイヤロックを使用した自
動車及び軽自動車の差し押さえ

総務部
税務課

050 ●町内会活動が高齢化してお
り、また、一部の人に限られてき
ていることや「自主防災組織」が
形式的になるという懸念から、設
置されていない町内会が多い
状況です。
●災害情報等の相互伝達手段
を安定させる必要があります。
●市主催の市民防災訓練につ
いては、対象範囲を広げること
が困難であり、「自主防災組織」
の増加にあわせ、全市的に「自
主防災組織」単位の自主的な
防災訓練を毎年実施できるよう
にする必要があります。
●災害時要支援者避難支援プ
ランの個別計画を推進する上に
おいて、大きな役割を担う「自主
防災組織」の理解と設置数の増
加が必要です。

●東日本大震災の教訓を活かし、
津波ハザードマップや津波避難所
の整備など、津波対策の強化を
図っていきます。
●「自主防災組織」の設置及び育
成を図り、共助による地域の防災力
の向上を図っていきます。
●「防災連絡員」の配置による防災
情報の伝達体制を確立するととも
に、地域ＦＭ放送や消防サイレン
の活用など新たな情報伝達ツール
の拡充を検討していきます。
●様々な災害を想定した各種防災
訓練を通じて、防災知識と技能の
習得を図っていきます。
●災害時に必要な物資の確保と捜
索や復旧に向けた技能及び労力を
確保するため、当該物資や技能を
有している民間企業やＮＰＯ法人
等との防災協定の拡充を図るなど、
連携強化に努めていきます。

防
災

●災害時の被害縮小に向け
た地域の助け合いの精神
（向こう三軒両隣)が浸透し、
日常的に防災訓練が実施さ
れ、市民が安心で安全な暮
らしをしています。
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政
策

心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
分

５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

0
1
3

(障がい児は022障がい者へ) 削
除

(障がい児は022障がい者へ) 削
除

(障がい児は022障がい者へ) 削
除

達
成

(障がい児は022障がい者へ) 市民健康部
社会福祉課

●「子どもたちの生きる力　夢・希
望・笑顔あふれるまち」を基本理念
として策定した「留萌市子ども・子
育て支援事業計画」に基づく子育
て施策の推進により、留萌のすべ
ての子どもたちが、郷土愛を育み、
夢や希望の持てる笑顔と活気に満
ちあふれた生活を送り、地域社会
全体で子育てを応援するまちに
なっています。

変
更

●年少人口（０歳～１４歳）の急速な
減少による少子化の進行
●結婚・出産・子育ての希望がかな
わないことを要因とした出生児数の
減少
●1世帯当たりの人口減少による世
帯の少人数化、核家族化の進行
●地域での人間関係の希薄化によ
る子育ての孤立感と負担感の増加
●社会情勢や経済環境の変化など
による共働き世帯の増加に伴う子ど
もたちの安心安全な居場所づくり
●社会的支援の必要性が高い子ど
もや子育て世帯の増加

変
更

●留萌市の子ども・子育て施策の
推進を図ることを目的に策定した
「留萌市子ども・子育て支援事業計
画」に基づき、計画の基本理念で
ある「子どもたちの生きる力　夢・希
望・笑顔あふれるまち」を目指しま
す。

変
更

達
成

●「留萌市子ども・子育て支援事業計画」
における地域子ども・子育て支援事業を
含めた具体的事業の推進を図るため、Ｐ
ＤＣＡサイクルの手法により毎年度、個別
事業の点検・評価を行います。また、計画
における未実施事業の実施に向けた調
査・研究を継続し、本事業計画の中間年
である平成２９年度に必要な計画の見直
しを行います。
●平成２８年度から子育て支援センターを
子ども・子育て支援の拠点となるよう位置
付け、児童センター等と子育てに関する
情報の共有化や定期的な連絡会議を開
催するなど円滑な事業連携により、地域
で子育てを応援する体制の整備を図りま
す。また市内で中心的役割を果たしてい
る児童センターに配置している保育士を
正職員化し、子どもたちが健全な遊びを
通して自主性・社会性・創造性を身につ
けられるよう児童センター運営事業の活
性化を図ります。
●平成２９年度から東光小学校の余裕教
室を活用し、留守家庭児童会の利用定員
拡大を図ります。また平成３１年度までに
子どもたちの生活及び学習の場としての
機能を高めるため、条例に基づく必要な
留守家庭児童会支援員等をすべての留
守家庭児童会に配置します。

教育委員会
子育て支援
課

053 053 保
育
園

●保育ニーズの多様化に対
応するため、保育サービスの
充実が図られています。
●子育て世代の負担が軽減
され、地域社会全体で安心し
て子育てができる環境が整
備されています。

「子どもたちの生きる力　夢・希望・
笑顔あふれるまち」を基本理念とし
て策定した「留萌市子ども・子育て
支援事業計画」に基づく子育て施
策の推進により、保護者の就労状
況や家庭の状況、その他の事情に
関わらず、すべての子どもが質の
高い保育を受けられる環境の充実
が図られています。

変
更

●社会的な要因による共働きの
増加などにより保育への需要が
高まっており、安心・安全な保育
を提供する環境整備が求められ
ています。
●障がい児の受け入れについ
て、障害の状態や課題に応じた
保育士の配置（加配）が必要と
なっています。

・女性の社会進出や雇用環境の多
様化により、低年齢児からの保育需
要に対応できる
　環境整備
・支援を必要とする児童の保育な
ど、多様化する保育ニーズへの対
応

一
部
変
更

●子どもの育ちの観点から保育
ニーズに対する課題を整理し、保
育施策を進めます。
●地域の子育てを支えるため、保
育所、児童センター、子育て支援
センターとのネットワークづくりを
図っていきます。

・「留萌市子ども・子育て支援事業
計画」に基づき、発達段階に応じた
質の高い保育の
　提供に努めていきます。
・障がい、疾病、虐待、貧困など社
会的な支援の必要性が高い子ども
やその家族に対す
　る相談・情報の提供など総合的支
援のため、関係機関の連携強化、
情報共有体制の強
　化に努めていきます。

変
更

達
成

・「留萌市子ども・子育て支援事業計画」
における具体的事業の推進を図るため、
ＰＤＣＡサイクルの手法により毎年度、保
育にかかる事業の点検・評価を行い、本
事業計画の中間年である平成２９年度に
必要な計画の見直しを行います。
・保育の量・質を支える保育士の確保を図
ります。
・少子化・保育ニーズに応じた、保育施設
の体制検討、整備を行うため関係機関等
との協議を行います。

教育委員会
子育て支援
課

054 054 幼
稚
園

●幼稚園就園奨励事業が継
続して展開されており、幼稚
園に通園する幼児の保護者
の負担軽減が適切に図られ
ています。

「子どもたちの生きる力　夢・希望・
笑顔あふれるまち」を基本理念とし
て策定した「留萌市子ども・子育て
支援事業計画」に基づき、幼児教
育の機会確保のため、幼稚園就園
奨励費事業が継続して展開され、
幼児教育を希望する児童の保護者
の経済的負担の軽減が図られてい
ます。

変
更

●事業展開の成果として、大多
数の幼稚園児の保護者の負担
軽減はされているが、幼児教育
に対する満足度とこの事業の成
果・効果を結びつけて判断する
ことは難しい状況です。
●本市には、市立幼稚園はな
く、私立幼稚園２園で幼児教育
を担っており、市が直接的に幼
児教育を行う機関はありませ
ん。

・市立幼稚園は未設置のため、幼
稚園への就園を希望する保護者に
対する、幼児教
　育の推進及び幼児教育を受ける
機会の確保

変
更

●今後も幼稚園児の保護者の負担
軽減のため、国の補助制度の改正
にあわせ、必要な改正を行いなが
ら、事業を継続していきます。
●幼児教育や幼・小連携に関する
国の制度改革などに迅速に対応し
ていきます。

・国の幼児教育無償化の推進に対
応した、幼児教育を希望する児童
の保護者の経済的負
　担の軽減事業を継続していきま
す。
・私立幼稚園に対する認定こども園
化も含めた、子ども・子育て支援新
制度への移行に
　対応していきます。

変
更

達
成

・「留萌市子ども・子育て支援事業計画」
における具体的事業の推進を図るため、
ＰＤＣＡサイクルの手法により毎年度、個
別事業の点検・評価を行い、本事業計画
の中間年である平成２９年度に必要な計
画の見直しを行います。
・幼稚園設置者・保育所設置者に対し、
認定こども園に関する情報提供や情報交
換を行うとともに、各施設の考え方を尊重
した中で子ども・子育て支援新制度への
移行について協議を行います。

教育委員会
子育て支援
課

055 055 幼
児
療
育
通
園
セ
ン
タ
ー

●発達に遅れのある子ども
が、基本的な生活習慣や集
団生活に必要な適応力を身
につけ、生活を送っていま
す。
●地域で見守り、手助けし、
発達に遅れのある子どもや
保護者の暮らしを支えていま
す。

・心身に障害や発達に遅れのある
子どもが、基本的な生活習慣や集
団生活に必要な適応力を身に付
け、健全な生活を送っています。
・療育体制が充実し、心身に障害
や発達に遅れのある子ども達やそ
の家族に対し、安定した療育環境
が提供されています。

一
部
変
更

●就学している子どもの放課後
や長期休業時の居場所づくりの
必要性が高まっています。
●対象となる子どもの増加によ
り、発達の遅れのある子どもや
保護者が身近に相談できる「市
町村発達支援センター」の機能
の業務が増加しています。

・就学している子どもの放課後や長
期休業期間の居場所として放課後
デイサービスの需要が高まっていま
す。
・対象となる子どもの増加により、心
身に障害や発達に遅れのある子ど
もや保護者及び関係機関等からの
相談業務が増加しています。

一
部
変
更

●新たな総合的福祉法制にあわ
せ、必要な支援を行っていきます。
●行政・地域・保護者が連携を図
り、全市的に発達に遅れのある子ど
もに対する支援を行っていきます。

・対象となる子どもの増加傾向は今
後も続くことが予想されるため、きめ
細かな療育指導や家族への適切
な相談、支援を行っていきます。
・安心安全な療育環境を維持する
ため、地域や保護者と連携し心身
に障害や発達に遅れのある子ども
達を支えるとともに、施設や療育機
器の充実を図ります。

変
更

達
成

・所外研修の参加や所内研修の実施によ
り職員の専門性を高め、療育の質の向上
を図るとともに、適正な職員体制を維持し
ます。
・他市の療育施設の状況等を調査し、施
設等の適正な整備手法（改修、改築、移
転等）について検討を進めます。

教育委員会
幼児療育通
園センター

子
ど
も
未
来
・
少
子
化
対
策

052夢
と
宝

子
ど
も
の
育
成
と
支
援

052 ●るもい次世代育成支援行動計画
後期計画に基づき、家庭・学校・地
域・行政が一体となって、子どもた
ちの健全な成長を願い、子どもたち
が育ちやすい環境、子育てしやす
い環境づくりを目指します。

●15歳未満の年少人口は予想
を上回って減少しており、依然と
して少子化傾向に歯止めがか
からず、この傾向は今後も進行
すると思われます。
●少子化の要因には、非婚化、
晩婚化など様々なものが考えら
れるため、社会全体で解決に取
り組む必要があります。
●少子化に加え、核家族化の
進行、就労環境の変化や地域
のつながりの弱体化などを背景
に、子ども・子育てを取り巻く環
境等が厳しさを増している中
で、子どもが将来への夢を持
ち、子育てが地域で支えられて
いるという実感を持てるよう、地
域社会全体で子どもの育成や
子育てを支援していく仕組みを
つくることが重要かつ緊急な課
題となっています。

●生まれてくる子どもやこれ
から育っていく子どもたちが
家庭で温かく見守られ、地域
から祝福され、留萌に住む
人々が子どもを通して喜びに
満ちた生活を送れ、さらには
親が出産や子育て、仕事に
楽しみを持ちながら安心して
生活し、地域で助け合うまち
になっています。
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政
策

心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
分

５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

夢
と
宝

0
1
3

子
ど
も
の
育
成
と
支
援

「子どもたちの生きる力　夢・希望・
笑顔あふれるまち」を基本理念とし
て策定した「留萌市子ども・子育て
支援事業計画」に基づく施策を地
域及び行政が一体となって推進
し、青少年が地域の様々な活動に
参加することによって、心身ともに
健やかで、地域社会の一員として
の自覚や、他人への思いやりの心
と規範意識を持もった子どもが育っ
ています。

変
更

・家庭での教育力の低下や、青少
年に対する地域とのかかわりの希薄
化による、規範意
　識、協調性等の低下
・情報通信機器の普及によるイン
ターネットトラブルの低年齢化

変
更

・青少年に関わる団体と協働し、継
続して各種事業を実施することによ
り、「青少年は
　地域から育む」という意識の浸透
を図っていきます。
・青少年がさまざまな人との関わり
や体験を通して、健やかでたくまし
く心豊かな人間
　として育ち、生き生きとたくましく成
長できるよう、子どもの成長にとって
より良い
　環境づくりのために身近な地域の
子どもや子育てを見守り、支えあう
ことができる仕
　組みづくりに努めていきます。

追
加
変
更

達
成

・「留萌市子ども・子育て支援事業計画」
における具体的事業の推進を図るため、
ＰＤＣＡサイクルの手法により毎年度、青
少年健全育成に係る事業の点検・評価を
行い、本事業計画の中間年である平成２
９年度に必要な計画の見直しを行いま
す。
・青少年健全育成活動の中心となってい
る団体の活動を活性化のための支援の
充実を図ります。

教育委員会
子育て支援
課

削
除

削
除

削
除

達
成

教育委員会
生涯学習課

0
1
4

学
校
教
育
の
充
実

057 057 学
校
施
設

●子どもたちが安全で安心し
て学べる学校施設の整備とと
もに、時代の変化に対応した
魅力的かつ良質な教育環境
の整備により、子どもたちの
夢と可能性が育つ学校教育
が行われています。

・子どもたちが豊かな人間性を育む
のにふさわしい，快適で安全性や
防災性を備えた安全・安心な施設
環境を整備し、教育環境の質的向
上を図ることで、子どもたちが充実
した教育を受けられる。

一
部
変
更

●子どもたちが安全で安心して
学べる環境を整備するため、小
中学校の適切な維持管理に取
り組んでいるが、一部の学校施
設については老朽化が著しく、
学校施設の改築、大規模改修
も含めた安全性の確保が強く求
められています。
●新たな小中学校適正配置計
画に基づいた学校統廃合も視
野に入れながら、児童生徒が安
心して学校生活を送ることがで
きるよう、老朽化した学校施設の
改築、大規模改修も含めた学校
施設の適切な維持管理に取り
組まなければなりません。

・「学校施設整備・利活用及び教員
住宅整備に関するビジョン」に基づ
き、学校施設の劣化状況や今後求
められる教育内容の適応状況を把
握・分析し、中長期的な整備計画を
策定して計画的な学校施設の整備
を進める必要がある。
・次期、「留萌市小中学校適正配置
計画」の策定を進め、廃校舎の利
活用は、地域住民の声を聞きなが
ら、検討を進めていく必要がある。

変
更

●新たな小中学校適正配置計画
に基づいた学校の適正規模化を進
めながら、今後も義務教育における
機会均等や教育の質の確保のた
め、時代の変化に対応した教育環
境の充実を図っていきます。
●老朽化が進む学校施設の改築
や耐震化・大規模改修など「21世
紀の学校」にふさわしい教育環境
の整備を図っていきます。

・「学校施設整備・利活用及び教員
住宅整備に関するビジョン」に基づ
き、「学校施設整備計画」、「教員住
宅整備計画」を策定し、計画的な
施設整備を進める。
・廃校舎の利活用について、新た
な「留萌市小中学校適正配置計
画」に基づき、地域住民の声を聞き
ながら、多様な活用方法の検討を
進める。

変
更

達
成

・新たな「留萌市小中学校適正配置計
画」を策定し、廃校舎の利活用を含め、保
護者や地域住民と共通理解を図りなが
ら、教育の質の確保を図るため、学校の
適正規模化を進める。
・学校施設の老朽化状況や、今後求めら
れる教育内容への適応状況を把握・分析
し、平成28年度に策定予定の個別整備
計画をローリングし、将来の財政状況も見
通しつつ、計画的な整備を進める。

教育委員会
学校教育課

学校力と地域の教育力の融合を図
り、未来の留萌人の笑顔と希望の
あふれる「留萌ならでは」の教育行
政を推進し、地域全体で未来を担
う子どもたちの「知」・「徳」・「体」を
育み、「自ら学び、考え、行動できる
力」を培う。

変
更

・全国学力学習状況調査における
「活用」に関する問題の平均正答率
が低い。
・子どもたちの体力向上のため、家
庭や地域と連携した運動やスポー
ツに親しむ機会の充実が必要。
・「考え、議論する道徳」を取り入れ
るなど、授業の工夫や指導の改善
が必要。
・地域の教育力を生かした取り組み
や、各中学校区における学校間連
携の推進（学びの連続性）が求めら
れている。
・「個別の教育支援計画」を活用し
た子どものニーズに応じたより一層
の特別支援教育の推進が必要。

変
更

・グローバル化の進展など変化の
激しい社会の中で、地域全体で未
来を担う子どもたちの「知」・「徳」・
「体」を育み、「自ら学び、考え、行
動できる力」いわゆる「生き抜く力」
を培う教育の推進を図っていく。
・学校の教育活動の充実や地域の
教育力の向上を図るため、コミュニ
ティ・スクールの導入を促進する。

変
更

達
成

・英語を使ったコミュニケーション能力を育
むための英語教育の充実。
・主体的・協働的に児童生徒が問題を発
見し、身についた知識や技能場面を活用
して問題を解決するなど、思考、判断、表
現させる場面を意図的・計画的に位置づ
けた授業の展開のための工夫・改善を進
める。
・問題解決型の学習や体験的な学習など
を通じて、道徳的価値について多面多角
的に学ぶ道徳教育の充実。
・一人ひとりの社会的、職業的自立に向
け、段階を通じて取り組むキャリア教育に
取り組む。
・コミュニティ・スクールの導入促進や中学
校区における学びの連続性を踏まえた小
中連携を推進する。

教育委員会
学校教育課

基金管理・運用のみ 削
除

基金管理・運用のみ 削
除

基金管理・運用のみ 削
除

達
成

基金管理・運用のみ 総務部
総務課

0
1
4

学
校
教
育
の
充
実

059 059 学
校
給
食

●地元食材を多く取り入れた
学校給食が提供され、児童
生徒の成長を育んでいます。
●食生活の大切さを学び、
望ましい食習慣を身につけ
た児童生徒が増えています。

・安全・安心で美味しい給食を安定
的に供給する。
・「食育」を通じて食の大切さについ
て理解を深める。

変
更

●地元食材の購入に関しては、
単価や数量の確保、使用できる
時期といった面で課題があり、
地元食材を多く使用できない状
況です。
●Ｈ22年度から学校栄養職員
がいなくなり栄養教諭1名になっ
たため、今まで以上に計画的に
「食の指導」を行わなければなり
ません。

・地元食材率は４０％前後で固定化
している。
・現在は、栄養教諭１名・市嘱託栄
養士１名の体制である。今後も計画
的に「食の指導」を行っていく。

変
更

●施設の整備については、施設や
設備などの状況を見ながら計画的
に進めていきます。
●今後も栄養バランスに配慮した
給食の提供に努めていきます。
●地産地消を推進し、地元食材の
利用に努めていきます。
●望ましい食習慣を身に付けられ
るよう「食の指導」に努めていきま
す。
●衛生管理に気をつけた安心・安
全でおいしい給食を提供していき
ます。

【留萌市学校給食センター調理衛
生環境改善及び調理機器更新計
画】H26～H33
・調理機器及び施設の老朽化につ
いて計画的に整備を進める。
・調理衛生環境の一層の向上
・地産地消率の向上
・食育指導の継続

変
更

達
成

・調理衛生環境等改善計画を着実に推進
する。
・残食量を着実に減少させるために、家
庭・学校と連携し計画を策定する。
・食育を通じ郷土愛や正しい食の在り方を
育み、地産地消率の向上に努める。

教育委員会
給食セン
ター

058

056 青
少
年
・
健
全
育
成

●青少年の健全育成に、家
庭・学校・地域・行政が一体
となって取り組み、青少年の
社会活動も活発になり、社会
の一員としての自覚を持っ
て、健全な生活をしている子
どもが増えています。

●青少年健全育成について
は、事業のマンネリ化が懸念さ
れています。
●青少年関係団体との交流や
研修会等があまり行われていま
せん。
●青少年非行防止について
は、携帯電話やインターネットな
ど新たな問題が発生してきてい
ます。

●青少年健全育成については、今
後も団体と協働で各種事業を通じ
て「青少年は地域から育む」という
意識の浸透を図っていきます。
●家庭や地域全体で心身ともに健
全な青少年を育成する環境づくり
に努めていきます。

●地域の信頼に応える「開か
れた学校」の推進、確かな学
力の向上及び豊かな人間性
と心身の健康を育む教育の
推進により、子どもたちの笑
顔と成長の姿が見えます。

●各学校で実施されている標準
学力検査や全国学力学習状況
調査の結果、家庭での学習習
慣や食生活、睡眠時間などと学
力との深い関係が明らかになっ
たことから、家庭と学校が一層
協力して、生活習慣の改善と学
力向上に努める必要がありま
す。
●家庭や地域と連携・協力した
信頼される学校づくりの推進が
求められています。

●教育基本法及び学校教育法の
改正、さらにはその理念を踏まえた
学習指導要領の改訂など、教育課
程の改善のスピードが増している
中、児童生徒の笑顔と成長をしっ
かり支えることのできる学校教育の
充実・発展を目指していきます。
●地域の信頼に応える「開かれた
学校」の推進、「確かな学力」を育
成する学習指導の推進及び豊かな
人間性と心身の健康を育む教育、
いわゆる『生きる力』を育む教育の
推進を図っていきます。

学
校
教
育

058

056
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施
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５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿
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夢
と
宝

0
1
5

社
会
教
育
の
充
実

060 060 社
会
教
育

●生涯学習に積極的にチャ
レンジできる環境が整い、多
くの市民が生涯学習に取り
組んでいます。
●市民が主体的な学習活動
を実践できるよう、民間、ＮＰ
Ｏ、大学等との連携が進み、
様々な生涯学習の機会が増
えています。

●学び続けられる環境の整備と体
制を確立します。
●様々な生涯学習の機会が増え、
市民は主体的に学習活動を実践
し、「学び」の成果を社会に還元す
るなど、社会全体における持続的
な教育の向上に貢献しています。

変
更

●市民の生涯学習に対する関
心を高め、幅広い学習メニュー
を実施するには、生涯学習リー
ダーバンクの活用促進やあかし
あ大学の開設など、本市の特色
を活かした学習環境の整備が
必要です。
●財政健全化計画により、マイ
プラン支援事業や体験学習など
のメニューが休止となりました
が、指定管理者との連携やゼロ
予算で行える事業メニューの工
夫により、社会教育事業の充実
に努めることが必要です。

●市民の生涯学習に対する関心を
高め、幅広い学習メニューを実施す
るために、学習リーダーバンクの活
用促進やあかしあ大学の活用など、
本市の特色を生かした学習環境の
整備を進めるとともに、放送大学な
どの活用が必要です。
●子どもたちの体験学習などは財
政健全化計画を前倒しした中で再
開したほか、ゼロ予算で行える事業
メニューの工夫などにより事業の充
実に努めてきましたが、それらの事
業を継続、充実するための体制づく
りが必要となっています。
●「社会教育委員の会議」について
は、年３回開催したほか自主研修の
場を作り、自己研さんを行ってきた
が、今後については、社会教育全
般における計画や事業なども検討
する機会を設けていく必要がありま
す。

変
更

●生涯学習社会の実現を目指し、
「社会教育委員の会議」を年３回開
催し、社会教育全般に対して検討
する機会を設けていきます。
●生涯学習に関する幅広いメ
ニューを実施し、生涯学習リーダー
バンクの登録事業の充実を図って
いきます。
●自然の大切さを知り、人と自然の
つながりを考えて、自然観察会を通
じて自然保護の思想の普及に努め
ていきます。
●市立留萌図書館は、指定管理者
と連携を図りながら、サービス内容
の見直しや図書資料の充実・読書
環境の整備に努めていきます。

●生涯学習社会の実現を目指し、
「社会教育委員の会議」の定期的
に開催するとともに、自己研さんの
場としての自主研修の充実を目指
すほか、社会教育全般に対して検
討する場を設けるなど、組織の活
性化を図ります。
●生涯学習リーダーバンク登録事
業の充実と活用を図ります。
●自然や文化に触れる体験学習な
どを通して、人と自然のつながりを
考えることのできる人間形成や感受
性を養う事業の実施に努めていき
ます。
●社会教育施設については、指定
管理者と連携を図りながら、サービ
ス内容の見直しや環境の整備に努
ます。

追
加
変
更

達
成

●「社会教育委員の会議」を定期的に開
催し、自主研修の場を活用しながら自己
研さんを図る。また、社会教育全般を討議
する場を設けるなど、組織の活性化を図り
ます。
●生涯学習リーダーバンクに登録する人
材の発掘を進め、活用されるための仕組
みづくりを検討していきます。
●子どもたちの体験学習を継続するほか
ゼロ予算で行える事業の見直しを進めま
す。
●「社会教育施設等維持管理計画（仮）」
を策定し、施設の機能を維持するための
工事や修繕、機器の更新を進めるほか、
指定管理者と連携しながらサービス内容
の見直し、充実に努めます。

教育委員会
生涯学習課

061 061 芸
術
・
文
化

●市民や子どもたちの豊か
な感性を養い、多様化した
ニーズに対応した芸術鑑賞
の機会が増えています。
●芸術文化活動の発表機会
の創出や各種情報の収集・
発信が活発になっています。

●多様なニーズに対応した芸術鑑
賞の機会が増え、市民や子どもた
ちの豊かな感性が育っています。
●芸術文化活動の発表機会の創
出や各種情報の収集・発信が活発
になっています。

一
部
変
更

●芸術鑑賞事業は、指定管理
者との役割分担を考慮し、市民
の多様化する価値観や嗜好を
的確にとらえ、さまざまなジャン
ルから選ぶことが必要です。

●子どもたちの芸術鑑賞の機会を
提供し、豊かな感性の成長を支援し
てきたが、今後においても子どもた
ちのニーズを把握しながら演目を選
定する必要があります。
●指定管理者においても、優れた
公演を企画、実施したり、映画鑑賞
事業を展開してきたが、その回数な
どは増えている状況にはありませ
ん。
●市民団体による舞台芸術などの
発表事業への支援を実施している
が、支援団体は固定化してきている
状況にあることから、今後は、新規
の団体も利用しやすい制度を研究
する必要があります。
●市民団体による音楽合宿の受入
れ等が進み、それらに対応するた
めの環境整備などを行ったが、今
後継続していくための体制づくりが
必要となっています。

変
更

●市民団体が企画した優れた舞台
芸術公演開催事業（プロの買取公
演）や映画鑑賞事業（映画上映
会）、市民団体が創作した舞台芸
術発表事業（市民団体発表公演）
を支援していきます。
●市民や子どもたちの文化活動推
進を図るため、人材の活用・育成を
図っていきます。

●子どもたちへの芸術鑑賞機会の
提供を継続するとともに、演目の選
定には子どもたちの意見も反映さ
せていきます。
●指定管理者や市民団体が企画
した公演事業や映画鑑賞事業（映
画上演会）の支援の充実に努めま
す。
●市民団体による舞台芸術などの
発表事業や文化活動事業につい
ては、引き続き支援していきます。
●音楽合宿などの受入れについて
は、今後の課題や在り方等を検討
し、実施に向け方向性を決めてい
きます。

追
加
変
更

達
成

●子どもたちへの芸術鑑賞機会の提供を
継続し、子供たちの意見を反映させた演
目の選定を進めます。
●指定管理者や市民団体が企画した公
演事業や映画鑑賞事業（映画上演会）を
実施しやすい環境づくりについて、「社会
教育施設等維持管理計画（仮）」の中で
検討していきます。
●市民団体による舞台芸術などの発表事
業や文化活動事業については、引き続き
支援を継続するとともに、新規の団体も利
用しやすい環境整備に努めます。
●音楽合宿などの受入れについては、今
後の課題や在り方等を検討し、実施に向
けた方向性を決めていきます。

教育委員会
生涯学習課

062 062 ス
ポ
ー

ツ

●子どもから大人まで、市民
の誰もが目的にあったスポー
ツを行い、健康で充実した余
暇を過ごしています。

●子どもから大人まで、市民の誰も
が目的にあったスポーツを行い、健
康で充実した余暇を過ごしていま
す。

変
更
な
し

●休館中の温水プールについ
ては、財政健全化計画終了後
の再開に向けた準備や適切な
維持管理が課題です。

●指定管理者や総合型地域スポー
ツクラブ「この指とまれ」などでは、内
容を改善しながら各種スポーツ事業
の実施に努めているが、参加者の
横ばい状態が続いています。
●各施設の利用状況は、各年度に
より増減はあるが、全体として減少
傾向にあります。
●スポーツ合宿について、平成２６
年度より３年間の研究事業を行い、
合宿誘致に向けた課題整理を行っ
ているが、合宿誘致の可能性につ
いて方向性を見い出していく必要
があります。

変
更

●スポーツ施設利用者数増加に向
け、広報の特集を利用した施設の
紹介やアイデアを活かした事業を
行うなど、利用者の掘り起こしを進
めていきます。
●スポーツ基本法を参酌し、地域
スポーツクラブ等と連携の上、既存
施設の利活用や各種スポーツ事業
の実施に努めていきます。

●指定管理者や総合型地域ス
ポーツクラブ「この指とまれ」等と連
携し、市民ニーズをとらえた各種ス
ポーツ事業の展開と既存施設の利
活用に努めます。
●スポーツ施設利用者数の増加に
向けた事業の展開や改修した施設
のＰＲに努めます。
●スポーツ合宿などの誘致につい
ては、今後の課題や在り方等を検
討し、事業化に向け方向性を決め
ていきます。

変
更

達
成

●各種スポーツ事業については、指定管
理者や総合型地域スポーツクラブ「この指
とまれ」などと協議し、指定管理者で提案
している「出張スポーツ教室」など、市民
ニーズを把握しながら進めます。
●市民ニーズを把握しながら進める事業
展開のほかに、改修した施設の効果的な
ＰＲ方法を検討していきます。
●スポーツ合宿などの誘致については、
今後の課題や在り方等を平成２８年度中
に検討し、施策の方向性について決定し
ていきます。

教育委員会
生涯学習課
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施
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５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿
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と
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性
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夢
と
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0
1
5

社
会
教
育
の
充
実

063 063 社
会
教
育
施
設

●各施設が、市民の利用し
やすい生涯学習施設として
活用され、市民は充実した余
暇生活を送っています。

●各施設が、市民の利用しやすい
生涯学習施設として活用され、市
民は充実した余暇生活を送ってい
ます。

変
更
な
し

●老朽化が進んでいる施設もあ
るため、適切な管理と維持補修
に努めるとともに、市民サービス
の向上や学習活動が行える環
境づくりに努めることが必要で
す。

●平成２６年度から小学校プール
授業専用として一部開設した温水
プールについては、今後の利活用
について検討が必要となっていま
す。
●神居岩スキー場については、ゲ
レンデの利活用の在り方やクロスカ
ントリコースの整備方法など、スキー
連盟などの関係団体と協議しながら
検討し、再度その方向性を決める
必要があります。
●温水プールを除く社会教育施設
については、老朽化が進んでいる
ため、施設の機能維持のための保
全や修繕、機器の更新が必要で
す。

変
更

●温水プール再開に向け、適切な
施設の維持管理に努めていきま
す。また、開設期間や運営方法な
ど、温水プール再開に関しての検
討を行っていきます。
●中央公民館の利用者増加に向
けて、利用しやすい環境づくりや広
報の特集を利用した公民館事業の
紹介などにより、利用者の掘り起こ
しを行っていきます。また、高齢化
による市民サークル数の減少が、
中央公民館利用者減少の要因の
一つとも考えられていることから、公
民館内に市民サークル掲示板を設
置するなど情報提供に努め、市民
サークルの活性化に向けたサポー
トを行っていきます。
●老朽化した各種施設の安全管理
に努めるとともに、必要に応じて施
設や設備の改修等を行い、特に利
用者の安全や高齢者の利便性にも
配慮していきます。

●各施設の利用者増加に向けた
情報提供を進めるとともに、施設利
活用の効果的なＰＲや事業の推
進、また、利用団体の活性化に向
けたサポートに努めます。
●老朽化した各種施設の安全管理
に努めるとともに、施設の機能維持
や利用者の利便性にも配慮した改
修等を計画的に進めます。

変
更

達
成

●温水プールについては、当面、直営に
よる小学校プール授業専用としての一部
開設を継続し、関係団体との協議や利用
者のニーズなどを把握しながら、今後の
利活用について検討していきます。
●温水プールを除く社会教育施設の機
能維持のための保全や修繕、機器の更
新については、「社会教育施設等維持管
理計画（仮）」を作成した中で、計画的に
推進していきます。

教育委員会
生涯学習課

064 クリーンアップ日本海は035生活環
境へ

削
除

クリーンアップ日本海は035生活環
境へ

削
除

クリーンアップ日本海は035生活環
境へ

削
除

達
成

クリーンアップ日本海は035生活環境へ 都市環境部
環境保全課

- 農業イベント等各分野振興へ集約 削
除

農業イベント等各分野振興へ集約 削
除

農業イベント等各分野振興へ集約 削
除

達
成

農業イベント等各分野振興へ集約 地域振興部
農林水産課

- ●留萌の多様な地域資源を活用し
た、農業、漁業、加工などの体験型
観光により、交流人口の拡大を目
指しています。

●大人数で画一的な団体旅行か
ら、小規模単位で行動する観光に
シフトしてきている中、観光振興によ
る地域活性化への気運の高まりを
踏まえながら、既存産業の再生や
新たな観光産業の創出による雇用
の拡大などを目指した、より戦略的
な観光振興施策の展開が課題で
す。

●民間との協働により体験型観光
メニューの確立に努めていきます。
●地域資源の活用を推進し、人的
資源を有効活用しながら留萌の観
光関連産業の進展と創出を図って
いきます。
●留萌らしさをアピールを地域との
協働で推進し、外国人観光客の誘
致を含め交流人口の拡大に努めて
いきます。

未
達
成

●留萌観光協会が主体となり、農業、漁
業、加工などの体験型観光メニューを作
成し、修学旅行や教育旅行のみならず、
小規模単位での受入にも対応し、交流人
口の拡大を目指します。
●外国語標記のパンフレットや観光案内
板を作成し、外国人観光客の受け入れ態
勢を整備します。

地域振興部
経済港湾課

065 065 国
際
交
流

●民間の国際交流団体が中
心となり、様々な分野での交
流が行われています。

・民間の国際交流団体が中心とな
り、様々な分野での交流が行われ
ています。

変
更
な
し

●事業を積極的に展開すること
で、交流する機会は増えている
ものの、地域性など市民の外国
人に対する意識や交流するた
めの受け入れ態勢などが整備さ
れていないため、交流が一部団
体に限られ、市民レベルでの意
識や理解の高まりが見られてい
ない状況です。

・事業を積極的に展開することで、
交流する機会は増えているものの、
地域性など市民の外国人に対する
意識や交流するための受け入れ態
勢などが整備されていないため、交
流が一部団体に限られ、市民レベ
ルでの意識や理解の高まりが見ら
れていない状況です。

変
更
な
し

●広く市民が参加し、留萌に在住
する外国人などと交流できるような
事業を支援していきます。
●市民レベルでの受け入れ態勢の
整備を支援していきます。
●市民が参加しやすい事業や国
際交流への理解が得られるよう、市
民団体が主体的に運営でき、市民
レベルでの国際交流が推進される
ような環境づくりに努めていきます。

・広く市民が参加し、留萌に在住す
る外国人などと交流できるような事
業を支援していきます。
・市民レベルでの受け入れ態勢の
整備を支援していきます。
・市民が参加しやすい事業や国際
交流への理解が得られるよう、市民
団体が主体的に運営でき、市民レ
ベルでの国際交流が推進されるよ
うな環境づくりに努めていきます。

変
更
な
し

未
達
成

・国際交流協会の事業を通じて、地域全
体の国際交流に関する意識を高めるよ
う、支援する。
・北海道国際交流・協力総合センターを
通じて、引き続き情報収集を行う。

地域振興部
政策調整課

064 観
光
・
イ
ベ
ン
ト

●民間との協働による観光振興策
を推進するための環境整備に努め
ていきます。
●地域資源の活用を推進し、人的
資源を有効活用しながら留萌の観
光関連産業の進展と創出を図って
いきます。
●留萌らしさをアピールする各種イ
ベントなどを地域との協働で推進
し、交流人口の拡大に努めていき
ます。

●「食」や「健康」「環境」など
をテーマに、留萌の多様な
地域資源を活用した観光ま
ちづくりが推進され、北海道
の新たな観光エリアとして、
交流人口が拡大しています。

●観光振興の実施主体が行政
主導から民間主導へと移行され
ている中、観光振興による地域
活性化への機運の高まりを踏ま
えながら、既存産業の再生や新
たな観光産業の創出による雇用
の拡大などを目指したより戦略
的な観光振興施策の展開が課
題です。

魅
力
の
再
発
見
と
創
造

0
1
6
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政
策

心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
分

５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

夢
と
宝

0
1
7

郷
土
文
化
・
歴
史
の
伝
承

066 066 郷
土
文
化
・
歴
史

●郷土の歴史や文化につい
て市民が興味を持ち、郷土
資料が有効に活用されてい
ます。

●郷土の歴史や文化について市
民が興味を持ち、郷土資料が有効
に活用されています。

変
更
な
し

●展示解説については、市外
からの利用ニーズが比較的高
いため、職員が「出前解説」で
対応していますが、一般観光客
に対応するために留萌観光協
会との連携による、留萌コンシェ
ルジュの養成が引き続き必要で
す。

●海のふるさと館での展示解説に
ついては、市内外からの利用ニー
ズが比較的高いが、現在も生涯学
習課の職員が「出前解説」などで対
応している状況にあり、人材不足を
解消し、ニーズに対応を進めるため
には、ＮＰＯ法人留萌観光協会との
連携による人材養成が引き続き必
要です。
●留萌の歴史を知るために開催し
ている「市民講座」については、一
定の人数が参加しているが、参加
者が固定化している状況もあるた
め、興味を持てるメニューづくりが必
要となっています。

追
加
変
更

●留萌の郷土文化を市民に理解し
てもらう手段として、ふるさと館の常
設展示解説は有効な手段であり、
ＮＰＯ法人やボランティアと協力し
ながら、留萌の歴史の「語り部」の
育成を含め、継続して実施していき
ます。
●「出前講座」や「市民講座」につ
いてもメニューの再検討を行い、よ
り利用や参加のしやすい講座開催
を目指していきます。

●留萌の郷土文化を市内外の人
達に理解してもらう手段として、海
のふるさと館の常設開設は有効な
手段に変わりなく、ＮＰＯ法人留萌
観光協会やボランティアの方々と協
力しながら、留萌の歴史の「語り部」
育成を継続していきます。
●留萌の歴史を知るための「市民
講座」のメニューを再検討し、より参
加しやすい講座の開設を継続して
いきます。

一
部
変
更

未
達
成

●市民ボランティアなどの活用を含め、Ｎ
ＰＯ法人留萌観光協会と連携しながら「語
り部」の育成に努めます。
●留萌の歴史を知るための「市民講座」
のメニューを毎年度検討し、参加しやす
い題材の設定と有効なＰＲなどにより、参
加者の増加を目指します。

教育委員会
生涯学習課

067 067 文
化
財

●地域固有の文化や歴史を
伝える文化財が郷土の宝とし
て適切に保存・管理され、有
効に活用されています。

●地域固有の文化や歴史を伝える
文化財が、郷土の宝として適切に
保存・管理され、有効に活用されて
います。

変
更
な
し

●本市は、国指定文化財とし
て、重要有形民俗文化財「留萌
のニシン漁撈用具」を有し、さら
に史跡「旧留萌佐賀家漁場」を
管理していますが、環境整備と
積極的な公開・活用に努める必
要があります。
●Ｈ19年には整備計画が策定
されましたが、財政健全化計画
の推進もあり、当面は施設の整
備は望めない状況にあります。
●文化財保護の観点から、消防
設備の設置など防災対策が課
題となっています。

●平成１９年度に策定した国指定
重要有形民俗文化財「留萌の鰊漁
撈具（旧佐賀家漁場）」及び国指定
史跡「旧留萌佐賀家漁場」整備計
画については、財政健全化計画に
より、整備は進んでいない現状であ
るが、計画策定から年数も経ってお
り、現在作成されている整備計画に
ついては、現状に合わなくなってき
ている面も（予算面、整備の形等）
あることから、計画の見直しが必要
な状況です。
●施設の一般公開等については、
市内外からのニーズもあり、観覧人
数も伸びている状況にあるため、今
後も公開・活用に努める必要がある
が、「歴史の担い手」が不足が懸念
されます。また、史跡内構造物の老
朽化が著しくなっています。
●文化財保護の観点から、これまで
消火器の設置について行ってきて
いるが、さらなる防災対策が求めら
れます。

追
加
変
更

●史跡内構造物の老朽化が激しい
ことから、これらを小規模な修繕等
で延命化を図りながら、必要最小
限の整備を徐々に実施していきま
す。また、公開にあたっては可能な
範囲内で極力実施していきます。
●新たな文化財の登録や保護に
取り組んでいきます。

●国指定重要有形民俗文化財「留
萌の鰊漁撈具（旧佐賀家漁場）」及
び国指定史跡「旧留萌佐賀家漁
場」整備計画の再検討を進めま
す。
●史跡施設等の一般公開等につ
いては、可能な範囲で対応しなが
ら、「歴史の担い手」づくりを進めま
す。
●史跡内構造物等の防災対策を
進めます。

変
更

未
達
成

●国指定重要有形民俗文化財「留萌の
鰊漁撈具（旧佐賀家漁場）」及び国指定
史跡「旧留萌佐賀家漁場」整備計画の再
検討を進める間、史跡内構造物について
は、維持・保全に努めます。
●史跡施設等の一般公開等について
は、可能な範囲で対応していくこととし、
今後の担い手づくりの在り方を検討してい
きます。
●史跡内構造物の防災対策、特に消化
対策等については、消防本部などと協議
し、具体的な対策について把握に努め、
対応できることから進めます。

教育委員会
生涯学習課
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政
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心意気
コード

心意
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区分 施策
No.

施
策
区
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５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿
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と
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向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

海
と
港

0
1
8

068 ・自然の大切さと美しいみどり
とのふれあいうを通じて林業へ
の理解が深まっている。
・森林の機能を活かし、森林浴
を楽しむ市民の健康増進に役
立っている。

変
更

・施設と設備の老朽化に伴い、
維持管理と整備に多額の経費が
要する。

変
更

・森林機能の最低限の保持
・最小限の経費により効率的な
維持管理

変
更

未
達
成

・北海道、留萌市、森林サポーターズ
クラブ等で組織される「憩いの森管理
運営委員会」において、森林の持つ多
面的な機能の保持に向け、適切な管理
や利活用方策の検討など情報共有に努
め、効率的な維持管理を図って行く。

地域振興部
農林水産課

・子どもからお年寄りまでが安心し
て時間を過ごし、市民の笑い声や
笑顔があふれています。
・市民が進んで公園の維持管理に
参加しています。

変
更
な
し

・公園の利活用の促進。（特に船場
公園）
・市民の協力や参加を拡大し、地域
が使いやすく愛される公園づくりを
目指し、協働による維持管理として
「環境美化パートナー制度」のさら
なる普及が必要であるが、町内会組
織の弱体化、高齢化、担い手不足
が問題となっている。
・留萌市が管理する公園は47箇所・
537施設あり、今後急速に増大する
老朽化施設を計画的・効率的に保
全し、可能な限りコスト縮減するため
に公園施設長寿命化計画に基づ
き、予防保全型の維持修繕を行う必
要がある。特に安全性の確保が重
要である遊具の更新は、子ども・子
育て支援事業計画（子ども・子育て
会議）での意見、利用促進の観点
からも必要である。

変
更

・地域が使いやすく愛される公園づ
くりとして、地域との協働による環境
美化パートナー制度のさらなる普
及を目指します。
・公園施設の計画的な点検、維持
管理を行う。
・公園施設長寿命化計画に基づ
き、計画的に補修・改修整備促進。

変
更

達
成

・町内会長会議等で環境美化パートナー
制度のPRを行う。
・公園施設長寿命化計画に基づき、計画
的に補修・改修整備促進。
・インフラの老朽化に対し、点検・診断、修
繕・更新、情報の記録・活用といったメン
テナンスサイクルを構築。
・個別施設計画に基づくメンテナンスサイ
クルの構築と着実な取組の継続により、各
施設の健全度を維持・向上させ、老朽化
に起因する重大事故をゼロにすることを
推進。

都市環境部
都市整備課

069 069 花
・
街
路
樹

●市民参加により、市街地に
新たな緑空間が創設され、き
れいで潤いのあるまちづくり
が進んでいます。
●将来に引き継ぐ緑のランド
マークの整備が進み、それら
を活かしたイベントが開催さ
れています。

・市内外の交流拠点として市街地
に整備された船場公園において、
花や緑とふれあい、体験植栽など
を通して緑の大切さを認識していま
す。
・まちなか緑化の活動がひろがって
います。

変
更

●街路樹の枯損したものについ
ては、予算の制約もあり補植で
きずに撤去しているのが現状で
あり、公園の樹木についても、
財政健全化の中での維持管理
が課題です。

・環境美化パートナーに登録してい
る団体によって、街区公園の花壇
や道路の植樹帯などで植栽が行わ
れている。
・街路樹や公園の樹木は、枯渇した
樹木の補植は行われていないた
め、減少している。

変
更

●市民との協働による植樹への草
花の植付け管理の活動を広げてい
くとともに、街区公園内の花壇の管
理も引き続き市民との協働を行って
いきます。
●環境美化パートナー制度の周知
を行い、協力団体の拡充を図って
いきます。

・緑化や植栽の大切さについて市
民意識が醸成され、市民との協働
による緑化運動の活性化を促進し
ていく。

変
更

未
達
成

・環境美化パートナー制度を継続し、協
力団体を支援していく。
・船場公園から緑を広げる活動として、隣
接する商店街や町内会へ緑化活動の参
加を促す。

ケース１　緑化モデル地区を選定
　　⇒活動内容を協議
　　⇒草・花、苗木などの購入費を予算化
　　⇒事業実施　を目指す。

ケース２　草・花、苗木などの購入費を予
算化　⇒　希望団体へ配布

都市環境部
都市整備課

0
1
9

港
を
活
か
し
た
ま
ち
づ
く
り

070 070 留
萌
港

●港の老朽化施設の改修が
進み、安全で効率的に港が
利用されています。
●交通基盤の整備が進み、
陸・海・空のネットワークによ
り、留萌港の経済圏である留
萌・上川・空知地域を中心と
した物流が活発になっていま
す。
●港の持つ魅力や親水性に
配慮したイベント等が実施さ
れるなど、市民の港への関心
が高まり、親しまれています。

●港内の静穏度向上のための施
設改良及び老朽化施設の改修に
より安全で効率的に港が利用され
ている。
●交通基盤の整備とともに、留萌
港の経済圏である留萌・上川・空知
地域を中心とした物流が活発に
なっている。
●毎年、客船が寄港するなど、北
北海道観光の海の玄関口として確
立されている。

変
更

●港湾内の静穏度向上、老朽
化している施設の維持改良・高
度化など港湾機能の改善が必
要であり、物流機能の充実には
貨物量の確保が重要です。
●現港湾計画は計画期間を超
えており、実現が困難な計画と
なっているので、現状に即した
港湾計画の見直し作業が必要
となっています。
●留萌港利活用計画の事業化
に向けて、詳細な調査や検討、
調整等を行い、今後の港湾計
画に位置付けていくことが必要
となっています。

●目標年次（Ｈ１７）を大幅に超えて
いる港湾計画の見直し
●港内の静穏度向上や老朽化施
設の計画的な維持改良
●新たな取扱貨物の発掘（調査・研
究）

変
更

●留萌港の新たな港湾機能の展
開にあたっては、背後地域との連
携をさらに強化し、物や人の物流・
交流ネットワーク等の強化・効率化
を図り、また、太平洋側港湾の災害
時には耐震強化岸壁における物流
機能の支援など、本市をはじめ背
後地域の継続的な発展を推進して
いきます。
●静穏度の向上と港湾施設の維持
及び老朽化対策の整備を進めると
ともに、港に親しみを持たせる親水
空間の創出として海洋性レジャー
拠点や交流人口を増加させるため
の環境や機能構築等の展開を推
進していきます。

●維持管理計画に沿った点検等の
確実な実施による老朽化施設の計
画的な改修
●留萌港の経済圏域との物流、産
業、人的交流に関する連携強化
●北海道を代表する観光地（旭
川、富良野、美瑛等）とのアクセス
向上による客船寄港誘致

変
更

達
成

●留萌港の維持管理計画に沿った点検
等の確実な実施により、老朽化施設の維
持及び改修を計画的に進める。
●留萌港の経済圏域との新たな連携を模
索し、本来港が持つ物流、産業に加え、
人的交流についても強化・効率化を図っ
ていく。
●留萌港における新たな取扱貨物の可
能性についての調査・研究を積極的に実
施する。
●北海道を代表する観光地（旭川、富良
野、美瑛等）との更なるアクセス向上によ
り、これら観光地から一番近い港である優
位性を積極的にＰＲしていく。

地域振興部
経済港湾課

071 071 貿
易

●留萌港背後圏の民間レベ
ルによる貿易など、経済面の
交流が活発になってきていま
す。

●石炭の輸入や道産材の輸出な
ど、留萌港での外貿貨物が安定的
に取り扱われている
●サハリンでの道北物産展を契機
に留萌で加工された商品等の安定
的な供給が図られています。

変
更

●長引く不況の影響などによ
り、本格的な事業展開には至っ
ていません。

●北海道内の電力供給の動向
●道産材輸出先である中国及び韓
国における需要
●道北物産展では留萌の基幹産業
である水産加工の商品等に輸出許
可が得られなかった
●不安定な為替レート

変
更

●留萌港の物流には、国内・国際
的な情勢が大きな影響を与えてき
ており、留萌港背後圏や道内、国
内の体力回復とともに需要の増加
を期待し、社会情勢の変化にあわ
せ、ポートセールスを進めるとともに
取扱量の増加を目指し、事業展開
を進めていきます。

●国や北海道、近隣自治体等と一
体となった事業の研究や展開

変
更

達
成

●社会情勢を注視しつつ、外貿貨物の国
内外の情報収集や研究を実施する。
●ニーズを見極め、人気の高い商品を安
定的に輸出し供給していくための研究を
実施する。

地域振興部
経済港湾課

068 公
園
・
緑
地

自
然
環
境
の
保
護
と
緑
の
整
備

●市民の憩いの場となる公
園・緑地が整備され、子ども
からお年寄りまでが安心して
時間を過ごし、市民の笑い声
や笑顔があふれています。
●市民が進んで公園の維持
管理に参加しています。

●市街地の緑は少なく、7割以
上の街区公園が標準規模の面
積を満たしていません。
●遊具類の老朽化も進んでお
り、公園の用途分けを含め、更
新整備や既存施設の長寿命化
対策について取り組みが必要で
す。
●市民の協力や参加を拡大し、
地域が使いやすく愛される公園
づくりを目指し、協働による維持
管理として「環境美化パート
ナー制度」のさらなる普及が必
要です。
●公園の再編も視野に入れ、緑
の基本計画を策定する必要が
ありますが、計画策定に多額の
費用を要するのが課題となって
います。

●既存公園の用途分けを踏まえた
公園施設の長寿命化計画を策定
し、計画的な補修･維持管理・更新
整備を行っていきます。
●地域が使いやすく愛される公園
づくりとして、地域との協働による環
境美化パートナー制度のさらなる
普及を目指します。
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５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

対
話
と
信
頼

0
2
0

072① ・限られた資源（財源・人材）の効果
的配分、政策決定、事業選択によ
り、効率的な行政運営を進めていき
ます。
・人事評価制度おける業績評価
（目標管理手法）の実施など、さら
なる職員の業務意識向上を図りま
す。

追
加
変
更

・都市経営システムなどへの取り組
みや意義については、今後も理解
度が高まるよう継続して説明してい
くことが重要と考えます。
・市民、学識経験者で構成される行
財政改革推進委員会により、行財
政や財政健全化の見直しに係る意
見、提言等を受けてきています。

追
加
変
更

・施策評価を進める中で、今後も予
算の削減、事業の縮小が見込まれ
る状況も想定される。効果的で的
確な政策判断手法の更なる検討を
進めていきます。
・行財政改革推進委員会を通じ
て、市民と情報を共有し、市民から
の代表等からの意見を取り入れる
効果的な場とし、市の健全な行財
政運営と新たな施策反映の判断材
料の一つとしていきます。

追
加
変
更

達
成

・行財政改革推進委員会に議論が効果
的なものとなるよう、わかりやすい資料や
タイムリーな情報提供を行い、開催回数
の見直しも行っていきます。

総務部
総務課

072② ・市民と行政の共通認識により進行
状況を把握することで、行政評価を
中心とした都市経営システムを確
立し、限られた資源（財源・人材）の
効果的配分、政策決定、事業選択
による無駄のない効率的な行政運
営が進められています。

変
更

・低迷する経済情勢の中、歳入の根
幹となる市税収入の伸び悩みに加
え、国の行財政改革による地方交
付税の見直しなど、厳しい財政状況
に直面している一方で、急激に進
展する少子・高齢社会に向けた福
祉施策、環境問題への対応、情報
化の推進など、行政の果たすべき
役割が多様化しています。

変
更

・限られた予算のもと、施策評価を
進める中で、事務事業の効率化を
図るとともに、選択と集中を図ること
により、市民ニーズに対応し、市民
満足度を高めていくための取り組
みを進めます。

変
更

達
成

・都市経営システムや評価への取り組み
について、成果指標が目標に対し適切な
ものかどうか、事務事業評価に市民目線
をどう反映させるか等の見直しをしていき
ます。
・質の高い市民サービスのために、評価
による検証を改善に繋げ、効率的な行政
運営を維持していくため、新たな評価シス
テムの構築を目指していきます。

地域振興部
政策調整課

073 073 地
域
振
興

●国や北海道、各種団体な
どとの連携により、地域経済
や市民の暮らしが活性化さ
れています。
●留萌に愛着、誇りを持ち、
自らまちづくりに取り組む試
みが芽生えています。

・国や北海道、他自治体などとの連
携により、地域経済や市民の暮らし
が活性化されています。
・留萌に愛着や誇りを持ち、市民自
らまちづくりに取り組み、安心し豊
かに暮らせる自立した地域社会実
現のため、地域の資源を有効に活
用した地域振興が図られていま
す。

一
部
変
更

●人口減少、高齢化、先行き不
透明な経済環境など厳しい現
状の中、地域振興対策の効果
がなかなか見えてきていませ
ん。
●応援寄附（ふるさと納税）は、
これまで、多くの方々から寄附
が寄せられており、今後は寄附
の有効活用に向けた事業の検
討と引き続き寄附のＰＲなどが
課題です。

・人口減少、高齢化が急速に進む
中、課題を解決するため、持続可能
な地域振興対策を講じる必要があり
ます。
・応援寄附（ふるさと納税）は、多く
の方々から寄附が寄せられており、
寄附の有効活用に向けた事業の検
討や制度を活用するためのＰＲが課
題です。
・交通、情報通信基盤の整備に伴う
人々の活動範囲の飛躍的な広がり
により、他の地域との連携・交流が
盛んになる一方で、地域の課題は
より複雑で多様化しており、豊かで
活力ある地域形成を図るため、広域
連携の推進が課題となります。

追
加
変
更

●国・道による施策の新たな制度
設計、その時代に即した施策の展
開等に対応するため、情報収集、
他市との連携、新たな振興策の研
究等を積極的に進めていくととも
に、庁内の一層の情報共有化を
図っていきます。

・国、道による施策の新たな制度設
計への対応、時代に即した施策の
展開を実施するため、地域の進む
べき方向や将来像を明確にし、活
力に満ちた魅力あるまちづくりを進
めていきます。
・地域間交流や広域連携により、地
域の活性化を図るため、新たな共
通課題を相互に認識し、連携事業
を推進する必要があります。

追
加
変
更

達
成

・経済活性化懇談会は、各種団体と情報
共有を図り、様々な意見を交換できる場
であり、地域経済の活性化、特色のある
産品の創出、商店街と行政との連携な
ど、定期的に懇談会を開催していきます。
・ふるさと応援交流事業については、継続
して実施することにより、時間をかけて留
萌の応援団の輪を広げていきます。
・留萌市応援寄附事業については、応援
団の思い（寄附金）をまちづくりに生かし、
市民の満足度向上に取り組んでいきま
す。
・地域おこし協力隊については、都市部
の人材を積極的に誘致し、過疎集落等の
地域力の維持・強化を図るため、事業の
充実を図ります。

地域振興部
政策調整課

074 074 統
計
調
査

●統計データなどを基に、市
民のニーズや社会の変化に
対応し、市民満足度の高い
政策の立案と事務事業の実
施が行われています。

・統計データなどを基に、市民の
ニーズや社会の変化に対応し、市
民満足度の高い政策の立案と事務
事業の実施が行われています。

変
更
な
し

●国指定の統計調査を実施し、
取りまとめをしていますが、調査
事業の規模のばらつきが大きく
なっています。
●留萌市統計書は統計調査情
報の集積度を高めるように作成
していますが、過年度に作成し
た統計書を基にした追記作業で
あるため時間を要します。
●統計調査情報の分類整理等
が不完全であるため、必要な情
報を探しにくいことが課題です。

・国指定の統計調査を実施している
が調査事業の規模のばらつきが大
きく、年度ごとの業務量に差が生じ
ているが、適正な事務執行を実施し
ている。
・留萌市統計書は統計調査情報の
集積度を高めるように作成してお
り、データの提供を庁内及び外部の
各関係機関に依頼するため、時間
を要している。
・統計調査情報の分類整理等が不
完全であったため、検索しやすい仕
組みを構築している。

一
部
変
更

●国指定の統計調査を引き続き実
施し、取りまとめていきます。
●留萌市統計書は統計調査情報
の集積度を高めるよう作成していき
ます。
●統計調査情報の分類整理等を
行い、探しやすい、検索しやすい
仕組みを構築していきます。

・国指定の統計調査については、
引き続き各実施要領等に沿い実施
していく。
・留萌市統計書は、統計調査情報
の集積度を高めることと併せ、年度
早めに公表できるよう作成してい
く。
・収集データの基準年度等を変更
するなどし、公表の時期を早める。
・統計調査情報の分類整理等を行
い、庁内各所管においても使いや
すい仕組みを構築していく。

追
加
変
更

達
成

・国指定の統計調査については、引き続
き各実施要領等に沿い実施していく。
・留萌市統計書は、引き続き統計調査情
報の集積度を高めるように作成し、統計
書の公表時期を早めていくと共に、ホーム
ページに掲載する際に分類別に閲覧でき
るようにするなど、検索しやすい仕組みを
構築していく。

総務部
総務課

075 075 広
域
行
政

●合併も視野に入れた広域
連携の可能性が研究、検討
され、地方分権時代にふさわ
しい基礎自治体としての機能
強化が図られています。

※広域行政については、地域振興
に統合する。

削
除
・
統
合

●合併旧法に基づく市町村合
併の協議は破綻しましたが、地
方分権の推進に伴う自治体基
盤の強化や経費の効率化、行
政サービスの維持を目指し、広
域連携や合併の可能性につい
て検討、研究しています。広域
的な行政連携の手法や取り組
みに向けた意識醸成が課題で
す。

0 ●行政事務の効率や能率を考え、
広域連携で取り組めることは積極
的に行っていき、広域連携のあり
方、広域的課題等の調査・研究、
広域行政の推進に向けた事業展
開を図っていきます。

0 達
成

0 地域振興部
政策調整課

●都市経営システムや評価へ
の取り組みや意義については、
今後も庁内理解が得られるよう
継続して説明していくことが重
要であるが、同時に成果指標が
目標に対して適切なものかどう
か、検討していく必要がありま
す。

●施策評価を進めていく中で、今
後もさらなる予算削減に向けた事
業縮小が見込まれる状況であるた
め、様々な評価データを収集する
中で、的確な政策判断をするため
の手法の検討を進めていきます。
●制度の運用に関して、職員が自
ら創意工夫を凝らして、改善などに
より効率的な運用が図られるよう意
識して取り組めるような環境づくりに
努めていきます。

072 ●５次総合計画では、市民と
行政が共通の「ものさし」を持
ち、互いに進行状況を把握
できると共に、行政評価を中
心とした都市経営システムを
確立しました。
●限られた資源（財源・人
材）の効果的配分、政策決
定、事業選択が行なわれ、無
駄のない効率の良い行政運
営が進められています。
●目標管理制度の導入な
ど、職員の意識改革に積極
的に取り組んでいます。

都
市
経
営

能
率
の
良
い
市
役
所
づ
く
り
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076 076 財
政

●新・財政健全化計画を着
実に実行し、全ての健全化
判断比率で健全な水準を維
持し、健全で柔軟性のある安
定的な財政運営が可能な財
政構造が確立しています。

・Ｈ２８年度から５年間の「中期財政
計画」に基づき、健全かつ持続可
能で身の丈に合った財政運営を進
めていく。

変
更

●Ｈ１７年度実施の公的資金借
換債の元金償還がＨ21年度か
ら再開し、実質公債費比率は上
昇し、さらに国の公営企業への
繰出基準の変更に伴い、公立
病院特例債の取り扱いが変更さ
れ実質公債費比率はさらに上
昇することとなり、Ｈ21年度決算
において18％を越え、「許可団
体」となったことから、Ｈ22年度
に策定した公債費負担適正化
計画に基づき、比率抑制に取り
組まなければならない状況で
す。

・Ｈ２１年度から取り組んできた「新・
財政健全化計画」については、全て
の健全化判断比率で健全な水準を
維持できたこと、計画の着実な実行
による効果と良好な財政状況であっ
たため基金への積立てができたこと
などによりＨ２７年度をもって無事に
終了した。

・しかし、実質公債費比率や将来負
担比率は他の自治体に比べ依然
高い状況であり、また、確実に進む
人口減少や少子高齢化に対応する
地方創生の取り組みが急務である
こと、老朽化した公共施設の改修な
ど計画的な長寿命化施策の展開、
さらには、近年の病院事業における
常勤医師不足に伴う収支不安など
課題が山積している。

変
更

●市立病院においては、市立病院
改革プランの確実な実行により新
たな不良債務を発生させないよう経
営努力するとともに、新・財政健全
化計画の着実な実行により各会計
の収支改善を図り、引き続き健全
化判断比率全てで健全な水準を維
持していきます。

・中期財政計画で設定した５つの
財政規律を順守しながら、解決しな
ければならない課題などを反映さ
せた収支見通しを毎年作成し、引
き続き健全な水準を維持しながら
財政運営を進めていく。

変
更

達
成

・健全な水準を維持しながら財政を運営
するために、Ｈ２８年度から５年間の中期
財政計画で設定した５つの財政規律を順
守し、また、毎年作成することとしている向
こう５年分の収支見通しについては、各年
度で抱えている課題などを的確に捉えな
がら見通しに反映させることで、持続可能
で身の丈に合った財政運営を進める。

総務部
財務課

077 077 人
事

●職員定数の管理が計画的
に進められるとともに、職員
一人ひとりの政策形成能力も
高まった結果、少数精鋭の
効率的な組織体制となって
います。
●職員の能力と業績に応じ
た効果的な人事評価制度等
が導入され、職員の士気も向
上しています。

・計画的な職員定数の管理と職員
個々の政策形成能力の向上を図
り、少数精鋭の効率的な組織体制
を構築します。
・組織の活性化、職員個々の意識
改革やレベルアップが図られ、市
民の目線に立った市民サービスの
向上を目指します。

変
更

●総合計画スタート時点におけ
る一般会計職員数は229人、前
期終了時点であるＨ24年4月の
職員数計画は財政健全化計画
により185人と定められている
が、これまでも計画どおりの削減
を進めてきているとともに、職員
採用による住民サービスの低下
を防ぎ、将来にわたって「働く市
役所」としての組織の維持を意
識した新陳代謝を進める中か
ら、計画どおりの職員数を目指
しています。
●職員数の削減と地方分権の
推進等により、職員一人当たり
の業務量が増加してきているこ
とから、職員研修による士気の
向上や政策形成能力の向上等
に努めてきたが、一方では、職
員が抱えるストレスが増加してい
ることが危惧され、今後とも、より
一層の職員健康管理を徹底す
る必要があります。
●人事評価制度の構築につい
ては、国家公務員制度主導によ
り進められてきたが、先進都市
の課題でもある「導入後、どう
やって実効性を高めるのか？」
が大きな課題です。

・これまで財政健全化計画に基づく
職員数を下回っており、また、平成
１１年度以降の職員採用抑制の影
響もあり、組織的には職位や世代構
成が歪となっています。
・将来に向けては、各年代の職員数
などバランスが取れた状況にする必
要があります。
・兼職や臨時、嘱託職員等により組
織維持している状況にあり、業務に
おける手法やノウハウなどの職員へ
の引き継ぎなど将来的に不安があり
ます。
・計画的な職員採用とともに職責を
担う人材の育成が大きな課題となっ
ています。
・人事評価制度について本格実施
となったが、まだ職員の士気向上に
までは結びついておらず、処遇へ
の反映にはまだ、時間がかかるもの
と考えます。

変
更

●財政健全化計画に基づくさらな
る職員数の見直しによる減少と、計
画的な職員採用による新陳代謝の
推進により生産性と効率性の高い
組織を目指していきます。
●職員研修やＯＪＴによる職場での
人材育成を進め、さらなる職員の能
力向上を図ります。
●人事評価制度については、納得
性の高い評価をするために、評価
者の能力向上を目指すとともに、期
待する人材育成に深い関わりを持
たせた評価制度の構築を進め、職
員一人ひとりの「やりがい」を見出
し、やる気の向上に努めます。

・持続可能性と組織の成長に繋が
る組織づくり
・効果的な事務と市民サービスの
維持向上
・人事管理及び職員採用の強化
・人事評価制度による個々のレベ
ルアップ
・職員研修やＯＪＴによる職場での
人材育成

一
部
変
更

未
達
成

・人材育成による組織力の底上げを図る
・職員のやりがいに繋がる人事評価制度
の研究を進め実施する
・職員採用による職員構成の改善を行う
・効果的な研修の実施により職員の効力
向上を図る

総務部
総務課
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078 078 人
材
育
成

●求められる職員像、必要と
される能力の修得のため、自
ら学び育つ人材育成に取り
組んでいます。
●市民の目線で、市民ととも
にまちづくりに取り組む、市
民からの信頼も厚い職員が
育っています。
●高いコスト意識を持ち、効
率的な都市経営感覚を持っ
た職員が育っています。
●職員のやる気を育てる組
織風土・職場環境となってい
ます。

・留萌市職員人材育成基本方針に
基づき、職員の持つ可能性や能力
を最大限に引き出す効果的な人材
育成を長期的な視点を持って行い
ます。
・計画的な職員定数の管理と職員
個々の政策形成能力の向上を図
り、少数精鋭の効率的な組織体制
を構築します。
・組織の活性化、職員個々の意識
改革やレベルアップが図られ、市
民の目線に立った市民サービスの
向上を目指します。

変
更

●政策形成研修や協働研修な
どの実施により、積極的に人材
育成を進めています。
●一方では、職場におけるＯＪＴ
による人材育成を推進するた
め、管理監督者の育成に力を
入れています。
●職員数の削減により、職員一
人ひとりの業務量が増えている
ことから、研修への参加協力を
含め、職場での人材育成意識
が薄くなりつつあります。

・財政健全化計画中における職員
数の減少と退職者が採用を超過す
るなど、職員計画数を下回って推移
してきた経過が現在の職員数につ
なっがてきています。
・過去の採用抑制の影響では、中
堅となる若い世代の職員数が極端
に少ない構成となっています。
・権限移譲等による業務量の増加
など、取り巻く職場環境が大きく変
化しています。
・公務職場や仕事に対する若い世
代の認識が、現在の中堅職員以上
の認識とのズレが生じないよう、研
修や育成手法が必要です。

変
更

●留萌市人材育成基本方針に定
義した「求められる職員像の実現」
に向けた人材育成が求められてい
ることから、以下の職員像の実現を
目指した各種施策を進めていきま
す。
・市民の目線で、市民とともにまち
づくりに取り組む職員
・高い倫理観を持ち、公正で誠実
に対応し、市民に信頼される職員
・環境変化を的確に把握し、柔軟な
発想で対応し行動する職員
・高いコスト意識を持ち、効率的な
行財政運営を行うことができる職員
・旺盛なチャレンジ精神を持ち、積
極的に取り組む職員
●自ら学ぶ研修へ転換を図る中
で、自己啓発へのきっかけづくりや
職場の理解を深めるなど、自主研
修などに取組みやすい環境づくり
を進めていきます。
●課・係におけるコミュニケーション
の充実、ＯＪＴの推進により、職員
個々の意欲と能力を引き出す職場
環境づくりを進めるとともに、管理職
員のマネジメント能力の向上を図
り、組織力の向上を目指します。

・留萌市人材育成基本方針に定義
した「求められる職員像の実現」に
向け、以下の職員像の実現を目指
した人材育成を進めとともに、時代
に即した「人材・職員像」について
検証検討を進める
「求められる職員像」
①市民の目線で、市民とともにまち
づくりに取り組む職員
②高い倫理観を持ち、公正で誠実
に対応し、市民に信頼される職員
③環境変化を的確に把握し、柔軟
な発想で対応し行動する職員
④高いコスト意識を持ち、効率的な
行財政運営を行うことができる職員
⑤旺盛なチャレンジ精神を持ち、積
極的に取り組む職員

・活力ある組織、職場づくり
・効果的な事務と市民サービスの
維持向上
・人事管理及び職員採用の強化
・人事評価制度による個々のレベ
ルアップと人材育成

変
更

達
成

・人材育成による組織力の底上げを図る
・ＯＪＴの充実
・職員のやりがいに繋がる人事評価制度
の更なる研究
・職員採用による職員構成の改善
・若手職員のまちなかへの積極的な交流
参加に対する職場の積極的支援
・高いコスト意識と危機感・危機対応能力
を持つ職員の養成

総務部
総務課

079 079 財
産
管
理

●未利用地の計画的な処分
など、市の財産が効率的で
適正に管理されています。

・未利用地の計画的な処分など、
市の財産が効率的で適正に管理さ
れている。
・土地・建物貸付料の収納管理に
ついては、留萌市市有財産貸付料
徴収事務処理要綱により事務を進
めている。

追
加
変
更

●公会計制度に基づく財務諸
表の公表に向けてさらなる売却
可能な土地の洗い出しを行って
います。また、賃貸地の売却も
賃借人の高齢化などにより難し
い状況であり、古くからの滞納
者についても徴収に苦慮してい
ます。

・さらなる財源確保のため、売却可
能な土地の洗い出しを行っている。
・ホームページに未利用地の売却
情報を掲載し、一般競争入札も実
施しているが処分には至っていな
い。
・賃貸地の売却も賃借人の高齢化
などにより難しい状況である。
・土地貸付料の収納管理について
は、古くからの滞納者について徴収
に苦慮している。

変
更

●洗い出した売却可能な土地の売
却推進を図っていきます。
●市有施設の老朽化を踏まえ、長
寿命化につながるよう施設の管理
に努めていきます。
●債権管理条例に基づき、賃貸地
の収納管理を適切に進めていきま
す。

・売却可能な土地の洗い出しを更
に進める。
・ホームページに掲載している未利
用地の売却情報の見直し及び売
却方法の更なる検討
・賃貸地の売却を更に進める。
・債権管理条例に基づき、賃貸地
の収納管理を適切に進める。

変
更

未
達
成

・財産台帳を整理・分析し、売却可能な土
地の洗い出しを進める。
・ホームページの掲載情報について、閲
覧者がストレスなく必要な情報を閲覧でき
るよう表示方法の見直しを進める。
・賃貸地については、建物の売買・相続
時に新たな賃借人への売却を促す。
・債権管理条例に基づく処理を適切に進
め、土地・建物貸付料の効率的な収納確
保を進める。

総務部
財務課

080 080 契
約

●質の高い公共事業を確保
するため、透明性、公平性、
競争性のある入札、契約制
度が改善され、地元業者に
対しても可能な限り受注機会
の確保に配慮されています。

・質の高い公共工事の確保、業務
の委託、物品の調達をするため、
透明性、公平性、競争性のある入
札、契約制度を実施し、地元業者
への受注機会の確保に配慮してい
る。

変
更
な
し

●公共投資の減少による建設
業、その他の業種に対する影響
は非常に厳しく、特に市内業者
にとっては死活問題となってい
ます。
●地元業者に対する受注機会
の確保に対する配慮は行って
いるが、工種による業者の規模
によっては市外業者に依存しな
ければ適正な履行ができない状
況もあります。
●今後も継続して地元業者に
対する受注機会の確保のため
の情報提供、人材育成や技術
向上を促す必要があります。

・公共投資の減少により、建設業や
その他関連業種に対する影響は厳
しく、市内業者にとっては経営や雇
用の確保などに課題を有していま
す。
・地元業者に対する受注機会の確
保に対する配慮は行っているが、工
種や規模、業務のノウハウ、調達物
品の確保などは市外業者に依存し
なければ適正な履行ができない状
況もあります。
・今後も継続して地元業者に対する
受注機会の確保のための情報提供
や、施工技術の向上や技術者の育
成などを促す必要があります。

変
更
な
し

●公正で競争性のある入札・契約
手続を行うために、制度を検証して
いきます。
●地元業者の受注機会の確保の
ため、受注能力の向上に資するた
めに発注計画、落札結果等の情報
を継続して公表するとともに、経営
力の強化並びに施工能力の向上
を図るために共同による請負の活
用をするなど、地元企業の技術力
の向上に繋がるよう研究していきま
す。

・公正で競争性のある入札・契約手
続きを行うために制度を検証し、必
要に応じて改正していきます。
・地元業者の受注機会の確保のた
め、受注能力の向上に資するため
に発注計画、落札結果等の情報を
継続して公表していきます。
・地元企業の経営力強化や施工能
力の向上を図るために共同による
請負の活用など、地元企業の技術
力の向上に繋がるよう研究していき
ます。
・また、受注機会の確保のために、
施工内容等の研究もしていきます。

変
更

達
成

・地元業者の受注機会の確保を第一とし
て、今後も発注計画等の情報の公表や制
度の検証と改正を行います。

総務部
総務課

081 081 車
両
管
理

●車両の稼働状況を分析
し、適正な台数、配置を確保
し、効率的な行政運営を支え
ています。

・公用車更新計画、車両稼働状況
に基づき適正な台数を確保し、効
率的な行政運営を支えています。

追
加
変
更

●全公用車のうち、15年以上使
用している故障発生のリスクが
高い車両が15台、10年以上が
19台あり、計画的な車両の更新
が必要です。

・公用車更新計画策定前までリース
による車両の更新を行っていたが、
更新時期にバラつきがあり、年度間
の予算執行が不均一な状況にあ
る。

一
部
変
更

●公用車稼動状況の分析と適正箇
所への配置をさらに進め、車両の
更新を計画的に行っていきます。
●公用車の導入に当たっては、環
境問題を考慮し、「低公害車」を検
討していきます。

・公用車更新計画に基づき、効率
的な車両の更新を行い、引き続き
「低燃費・低公害車」の導入を進め
ていく。

変
更

達
成

・公用車更新計画や車両の現状に基づ
き、新規車両への更新を進めていく。
・車両の更新に当たっては、燃費やダウン
サイジング、災害時での利用を考慮した４
輪駆動車とすることなど考慮しながら、経
済性・安全性の高い車両を導入する。
・導入年度の新しい車両については、使
用期間９年から１１年を目安として車両更
新を図る。

総務部
総務課
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政
策

心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
分

５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

対
話
と
信
頼

0
2
0

082 082 窓
口

●職員の接遇能力が向上
し、心の通いあう窓口応対が
行われ、市民の満足度が向
上しています。

・職員の接遇能力が向上し、心の
通いあうバリアフリーの窓口対応が
行われるとともに、来庁者に対する
挨拶や声かけ、案内などを職員一
人一人が心がけ、市民の満足度を
高めサービスの向上に努めてい
る。

追
加
変
更

●窓口職員の接遇は、向上して
きていると思われますがワンス
トップサービスや市民が気軽に
相談できる窓口（部署）など、窓
口体制の整備が課題です。

・窓口職員の接遇は向上してきてい
ると思われる。
・できる限りワンフロアーでワンストッ
プサービスなど窓口体制の整備に
努めているが、既存庁舎の構造な
どが課題となっている。

追
加
変
更

●職員の接遇は、人材育成を推進
する中で定期的に研修を行い、
様々な市民ニーズに対応できる職
員育成に努めていきます。
●信頼される市役所とするために
は、地域における市職員の関わり
を高めるよう推進していきます。

・様々な市民ニーズに対応できる
職員育成に努める。
・信頼される市役所とするために
は、地域における市職員の関わり
を高めるよう推進する。
・窓口の体制については、庁舎の
問題とあわせて検討する必要があ
り、現状の中で最良のものとしてい
きます。

変
更

達
成

・接遇を含めた人材育成を推進する中で
新任職員研修を始め、定期的な研修等の
実施によるスキルアップが必要であること
から、研修担当所管と共に対応していく。
・現庁舎の配置については、今後の庁舎
の在り方を検討していく中において検討し
ていく。

総務部
総務課

083 083 広
報
広
聴

●自治に関する情報の共有
が進み、市民の参加や協働
など市民の自治が進展して
います。
●市政に関する情報が積極
的に公開され、市民との情報
交換の場が拡大し、市民と市
の信頼関係が高まっていま
す。

・民間の国際交流団体が中心とな
り、様々な分野での交流が行われ
ています。

変
更

●広報業務では、「広報るもい」
の発行をはじめ、インターネット
ホームページ、地域ＦＭ放送、
町内回覧、新聞報道など様々な
方法を使い市政に関する情報
を市民に提供しています。
●広聴業務では、「市政懇談
会」や「市長との対話」などによ
り、市政に関する市民の要望や
意見を受け付け、業務の改善に
反映しています。
●各セクションの広報広聴活動
に取り組む姿勢や意識に差が
あることが庁内の課題です。ま
た、市政情報を提供する手段と
して、どのような形が市民にとっ
て望ましく、いかにして市民の声
を市政に反映させるかが市民に
対しての課題です。

・事業を積極的に展開することで、
交流する機会は増えているものの、
地域性など市民の外国人に対する
意識や交流するための受け入れ態
勢などが整備されていないため、交
流が一部団体に限られ、市民レベ
ルでの意識や理解の高まりが見ら
れていない状況です。

変
更

●広報事業では、市民の目線に
立った見やすくわかりやすい広報
紙面づくりに向けて、受託業者等に
対する技術指導に取り組むととも
に、情報提供に対する職員の意識
改革を図っていきます。
●ホームページやメールマガジン
など電子媒体による広報では、情
報を見たり受け取る側の目線に
立った構成及び管理体系の整備を
進めたが、今後も「情報発信のあり
方、重要性」を認識し、タイムリーな
情報発信ができるよう職員個々のス
キルアップを図っていきます。
●広聴事業では、市政懇談会やお
茶の間トークなどの対話に基づく広
聴活動を実施することにより、市民
との信頼関係を構築し、市民と行政
が協働するまちづくりの基礎となる
情報の共有化を図っていきます。

・広く市民が参加し、留萌に在住す
る外国人などと交流できるような事
業を支援していきます。
・市民レベルでの受け入れ態勢の
整備を支援していきます。
・市民が参加しやすい事業や国際
交流への理解が得られるよう、市民
団体が主体的に運営でき、市民レ
ベルでの国際交流が推進されるよ
うな環境づくりに努めていきます。

変
更

達
成

・国際交流協会の事業を通じて、地域全
体の国際交流に関する意識を高めるよ
う、支援する。
・北海道国際交流・協力総合センターを
通じて、引き続き情報収集を行う。

地域振興部
政策調整課

0
2
1

信
頼
さ
れ
る
市
役
所
づ
く
り

084 084 請
願
・
陳
情
及
び
不
服
申
し
立
て

●市民からの請求に適切で
迅速な事務処理が行われ、
市民の信頼度が高まってい
ます。

・市への請願・陳情に対しては、迅
速かつ適切に対応します。
・不服申し立て（平成２８年度から原
則審査請求）についても、新たな不
服審査制度に基づいて適切に対
応します。

変
更

●不服申し立てに関しては、処
分先と申立先が同じため、公平
性や中立性に欠けるという指摘
があります。

・請願・陳情に関しては、常に市民
の声に耳を傾ける姿勢をとってい
る。
・不服申立て（審査請求）について
は、第三者機関による審議を含め、
公平性や中立性が保たれるものと
なっている。
・市に対する審査請求は皆無です
が、請求があった場合の対応には
不安がある。

追
加
変
更

●現状体制の中で、客観的に事務
を執行していきます。

・新たな不服審査制度により、法や
条例に基づく第三者機関を設ける
など公平で公正な対応を実施して
いく。

変
更

達
成

・請願・陳情に対しては、従来どおり適切
な対応と不服申し立て（審査請求）に関し
ては、対応の手順を確立し進めていく。

総務部
総務課

085 085 情
報
化

●次世代ＩＴ技術が有効に活
用され、より質の高い効率的
な行政サービスや情報の提
供が行われています。
●安定した施設に行政情報
や個人情報が適切に管理さ
れ、市民の信頼感が高まって
います。

・住民情報、税務、福祉のデータを
クラウド化することにより、データ喪
失の危険性と情報漏えい、外部か
らのデータ破壊を防ぐ対応が十分
取れており、個人データの保護や
適切な処理及び管理から、市民の
信頼感が高まっています。

変
更

●導入から7年以上経過してい
る機器やシステムが多数あり、
行政サービスの安定した提供が
難しい状況となっているため、将
来を見据えた計画の策定が必
要です。
●市民の財産である行政情報
や個人情報を自庁サーバーの
みで管理しているため、災害に
伴う財産の喪失が懸念されま
す。

・マイナンバー制度開始により、個
人情報の適切な管理が求められて
いる。
・災害や火災による本庁舎被災時
の情報部門の業務継続計画策定が
必要となっている。

変
更

●納税証明書の発行や住民票の
交付などの行政サービスや財務会
計による支出業務が停滞することな
く、安定した行政サービスなどの提
供が可能な電算環境の整備に取り
組んでいきます。
●電算業務の共同処理化による電
算管理効率の向上と電算管理体制
の安定化に取り組んでいきます。
●データセンターなどでの庁外に
よる行政情報や個人情報の適正管
理に努めていきます。

・制度変更に合わせた適切な個人
情報保護体制の充実とシステムの
更新と構築から、安定した行政
サービスを行う。
・情報機器の定期的な更新により、
適正なデータ保護と管理を図る。

変
更

達
成

・安全管理措置の策定、ネットワーク環境
の再整備、デバイス制御システムの導入
により、適切な情報管理を行う。
・既存端末のセキュリティサポートについ
て完全となるよう、年次計画により端末の
更新、仮想化技術などの活用し推進して
いく。

総務部
総務課

能
率
の
良
い
市
役
所
づ
く
り
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政
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心意気
コード

心意
気

区分 施策
No.

施
策
区
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５次：目指す姿 目指す姿（６次） 目
指
姿

５次（後期）：現状と課題 現状と課題（６次） 現
状
と

課
題

５次（後期）：方向性 方向性（６次） 方
向
性

評
価

具体的な手法と目的

担当課
(5次評価）

対
話
と
信
頼

0
2
2

そ
の
他
の
事
務

086 086 教
育
委
員
会

0 0 記
入
な
し

●保護者世代の委員や女性の
委員を含むなど活性化を図り、
外へ出向く活動や、事業の状況
を公表するなどの取り組みを進
めているが、今後も地域や社会
の状況の変化に的確に対応し、
市民の信頼に応える教育行政
の執行に努めます。

・教育委員会が形骸化しないような
活性化した会議づくりに努める。

変
更

0 0 記
入
な
し

達
成

・教育委員会資料については、分かりや
すい資料づくりを心掛け、３日前までに委
員に配布することにより、建設的な意見等
が引き出せるよう努める。

教育委員会
学校教育課

087 087 選
挙
管
理
委
員
会

●選挙が選挙人の自由に表
明する意志によって、公明か
つ適正に行われることが確保
されています。

・国民の参政権を保障する選挙
が、適正に執行されることが保障さ
れている。
・地方選挙・国政選挙問わず高い
関心を示している。

変
更

●投票率の低下に歯止めがか
からない状況であり、今後も投
票率向上に向けて継続した取り
組みが必要です。

・投票率が右肩下がりで低下してい
る中、決定的な打開策が見いだせ
ない状況。
・特に国政選挙における投票率の
低下が顕著で、国民の政治離れを
表している。
・（人口）有権者の減少等により、現
状の投票所の配置が非効率となっ
てきている。
・投票しやすい環境整備として「期
日前投票所」の増設や「共通投票
所」の設置については、人員や設
備の関係から、現状では難しい。
・満１８歳以上の選挙権が付与され
たことにより、どれだけ投票が上がる
かは不明。

変
更

●引き続き、投票率向上に向けた
取り組みを実施していきます。

・引き続き投票率向上に向けた取り
組みを検討・実施していく。
・選挙年齢引き下げに伴い、若い
世代に対して選挙制度をＰＲする
機会を設ける。
・投票しやすい環境かつ投票所の
集約に向けた対策を検討する。

追
加
変
更

達
成

・選挙時の街頭啓発や広報など投票率向
上への取組みを実施。
・早い段階から選挙への関心を持たせる
ため、小・中学校での選挙を学ぶ時間を
作ることができるよう、関係所管と協議。
・高校への出前講座の実施。
・投票所集約に向け、共通投票所設置や
期日前投票所の増設などを検討。

選挙管理委
員会
事務局

088 088 監
査

●監査制度改正により、監査
機能が充実・強化されていま
す。

・監査制度改正により、監査機能の
充実・強化を図る。

変
更
な
し

●市長から提出された措置状
況に対する監査については、現
状の業務量との関係もあり、再
監査を実施できていないのが現
状です。
●今後については、措置状況
に対する監査についても取り組
む必要性があります。

・留萌市監査基準の改正を予定し
ており、新基準に基づく監査手法の
確立が必要である。

変
更

●監査結果に基づく措置状況につ
いて、実施の確認をしていきます。
●監査制度の見直しが検討されて
おり、これに基づき法改正があれば
対応していきます。

・留萌市監査基準を適切に改正す
る。
・新基準に基づく監査手法の確立
に向け、調査研究に努める。

変
更

達
成

・全国、北海道及び道北地区監査委員協
議会等の関係団体を通じた情報収集に
努める。
・研修会等に積極的に参加し、監査委
員・事務局職員の知見の蓄積に努る。

監査事務局

089 089 議
会

●地方議会の活性化、自主
的かつ主体的活動が図られ
ています。

・議会の最高規範である議会基本
条例を遵守し、着実に進めるととも
に、自らが
　検証・見直しを実行し、「わかりや
すく・開かれた」議会を実現してい
る。

変
更

●今後、地方自治法の改正等、
時代に則した提案・助言が必要
となっています。

・傍聴者や市民と議会の意見交換
会における参加者の少なさ。
・広聴機能が構築されていない。
・インターネット中継や委員会の会
議録等が公開されていない等、ＩＣ
Ｔ化の
　遅れ。
・議員資質と政策立案能力の向上。
・議会事務局職員の政策法務能力
の向上と事務の効率化。

変
更

●真の地方分権を実現する上で、
住民自治の根幹をなす地方議会の
活性化、地方分権改革の理念を地
域社会において具現化するため、
更に地方議会が自主的かつ主体
的に活動できる環境を作るととも
に、二元代表制の下で地域社会に
おける議会制民主主義が更に成熟
するよう支援していきます。

・議会自らが「チーム議会」として、
自己改革の意識を持つようにサ
ポートする。
・市民に開かれ、信頼される、わか
りやすい議会を目指す。(住民参加
を進める
　議会）
・市民の意見を政策に反映させる
議会を目指す（政策提言を進める
議会）
・新たな手法による、積極的な市民
への情報提供（ＩＣＴ化を進める議
会）
・議員サポート力や法務能力を
持った議会事務局

変
更

達
成

・傍聴環境、市民と議会の意見交換会の
あり方、広聴等の手法を研究し、より
　多くの市民が参加できるように進める。
・議会研修会の開催・充実等により、議
員・議会事務局職員個々のレベルアップ
を
　図り、政策立案・提言能力を高める。
・市民への情報発信、情報の共有や議員
用ネットワークを含めた、ＩＣＴ化の計画
　的な推進と体制づくりを進める。

議会事務局

090 090 会
計

0 ・会計事務の適正化、効率化を図
る。

変
更

●会計事務処理の効率化につ
いては、各会計との財務会計シ
ステムの統一化が課題です。

・口座振替に伴う個人情報の取扱
いについて、効率性と安全性を更
に高めることが重要である。
・システムの違いにより、各担当課と
会計課において、収納業務が重複
している。

変
更

0 ・口座振替に伴う個人情報の取扱
いについて、効率性と安全性を高
める最適な方法を調査する。
・会計事務の効率化を図るため、各
会計システムと財務会計システムの
統一化に向けた調査を行う。

変
更

達
成

・個人情報の保護に向けて、指定金融機
関等及び関係部署と調整し、口座振替の
依頼データをＦＤからインターネット等を
活用したデータ伝送へ変更する。
・各会計システムと財務会計システムの統
一化に向けて、システム会社及び関係部
署と協議・調査を行う。

会計課

091 091 平
和

0 0 記
入
な
し

●戦争遺族は年々高齢化し、
参加者が減少していますが、後
世に伝承するため、子どもたち
の参画できる事業展開が必要
です。

・戦争遺族の高齢化に伴い、平和
祈念式典参加者の減少及び戦争
に対する意識の軽薄化・記憶の風
化が懸念されている。
・二度と起こしてはならない戦争の
悲惨さやその記憶を後世へ伝承す
るため、子どもが参画できる事業展
開が必要と考える。

追
加
変
更

●留萌市平和都市宣言啓発事業
を今後も継続して実施するともに、
「平和祈念式典」の充実を図ってい
きます。

・戦争の記憶の伝承と二度と同じ過
ちを繰り返してはならないとの思い
を伝えていくこと、風化させないこと
が重要であることから、今後も「平和
祈念式典」を含め、平和都市宣言
啓発事業を継続していく。

追
加
変
更

達
成

・留萌市平和都市宣言啓発事業を規模を
変えることなく今後も継続していく。

総務部
総務課
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施
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評
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対
話
と
信
頼

0
2
2

そ
の
他
の
事
務

092 092 褒
章

0 0 記
入
な
し

●褒章制度は、明治１４年１２月
の「褒章条例」（太政官布告第
63号）により、紅綬褒章、緑綬褒
章、藍綬褒章が制定されたのが
始まりです。以降、大正７年に紺
綬褒章、昭和３０年に黄綬褒章
と紫綬褒章が制定されました。
●我が国の栄典制度は、国家
または公共に対する功労、ある
いは社会の各分野における優
れた行いを表彰する制度として
定着しています。

・国家または公共に対する功労、社
会の各分野における優れた行いを
表彰する制度として定着していま
す。

変
更

●該当者をもらすことなく、適切に
上申していきます。

・該当者漏れがないよう、適切に上
申していきます。

変
更
な
し

達
成

・栄典制度において、その都度、適切な
上申を行っていきます。

総務部
総務課

093 093 表
彰

0 0 記
入
な
し

●留萌市功労者表彰条例と留
萌市顕功賞については、Ｈ20年
度からそのあり方について検討
しています。

・平成２０年度から財政状況を理由
に休止しているが、功労者表彰等
については、市政施行７０年を迎え
る平成２９年度から、新たな内容に
より再開すべく調整中。

変
更

●市政その他各分野においてご尽
力された方々を称え、次の世代に
伝承していくあり方として、どのよう
な表彰制度が望ましいのか、現状
制度を維持しつつ、そのあり方を明
確にしていきます。

・留萌市功労者表彰条例、留萌市
顕功賞条例による各表彰内容を見
直し、時代の沿った分かりやすい
新たな表彰制度を確立し、定期的
に実施していく。（表彰の実施につ
いては、市民にとっても誇りが生ま
れてくると考える。）

変
更

未
達
成

・現状の表彰制度の見直し案を作成し、
平成２８年度から再開する留萌市功労者
等表彰審議会の中で協議を行う。
・平成２９年度の市制施行７０年の年から、
市の表彰事業を再開し、毎年度実施して
いく。

総務部
総務課

094 094 恩
給

0 0 記
入
な
し

●既に、退職職員ご本人は亡く
なられていることから、全てご遺
族への支給となっています。

・退職者ご本人は亡くなられており、
全てご遺族への支給となっていま
す。

変
更
な
し

●法改正等の動向を把握し、遺漏
のないよう、適切に支給していきま
す。

・法改正等の動向を把握し、遺漏
のないよう、適切に支給していきま
す。

変
更
な
し

達
成

・制度に沿って対象を把握したうえで適切
に支給を行っていく

総務部
総務課

095 095 公
平
委
員
会

0 0 記
入
な
し

●処分を課す所管と不服申し立
て等を裁決する所管が同じた
め、公平性の課題はあるが、現
実的な問題は発生していませ
ん。

・問題は発生していない。 変
更
な
し

●今後とも、職員の勤務条件等に
関する措置の要求や不利益処分
についての不服申し立てに対する
裁定を公平・中立に実施していきま
す。

・職員の勤務条件等に関する措置
の要求や不利益処分についての
審査請求に対する裁定を中立的立
場で公平に実施する。
・再就職した元職員からの要求又
は依頼を受けた職員からの届出を
受理した場合、任命権者に調査要
求するなど監視機能を果たす。

追
加
変
更

達
成

・北海道市公平委員会連絡協議会等を
通じ情報収集に努める。
・研修会等に積極的に参加し、委員・事
務局職員の見識の蓄積に努める。

公平委員会
(監査事務
局)

096 096 庁
舎
管
理

0 0 記
入
な
し

●現本庁舎は、建築後48年が
経過しており、老朽化が一層進
んでいますが、明確な将来像が
描けていません。
●管理経費については、環境
率先行動計画に基づく省エネ
に努めています。

・本庁舎は、建築後５３年の経過で
躯体、外壁等に相当の老朽化が進
んでいる。
・庁舎の耐震診断は実施していな
いが、同等の結果となる耐力度調
査においては、「耐震性に疑問あ
り」との結果が出されている。
・分庁舎についても、建築後１８年を
経過し、特に屋根・外壁の損傷が激
しい。
・車庫を含めた庁舎は、毎年度、最
低限の修繕で対応してきてる。
・庁舎維持、管理経費については、
節電など職員の意識の向上により、
軽減している。

追
加
変
更

●現本庁舎のあり方について、そ
の方向性を明確にし、必要最小限
の維持補修に努めていきます。
●管理経費も、より一層経費節減
に向けて積極的に取り組んでいき
ます。

・平成２８年４月の熊本地震におい
て、自治体庁舎の耐震化が問題と
なっており、災害発生後の対策本
部の中心となる市庁舎の今後の在
り方に関し、その方向性を検討する
必要がある。
・維持管理経費についても、市庁
舎の今後の方針により対応が変わ
る。

変
更

達
成

・他の公共施設とのバランスに考慮しなが
ら、早急に今後の庁舎の在り方に関して
は移転、改築、新築、建設位置や事業費
用などを含め、協議・検討する必要があ
る。

総務部
総務課

097 097 秘
書

0 0 記
入
な
し

●交際費に関して、財政健全化
に向けては市民や職員に一定
の負担を求めている中で市民協
働を掲げ、積極的な市民活動を
推進しており、市長が様々な会
合に呼ばれる機会が増加してい
ます。
●独自財源が捻出できない現
状において、関係機関との情報
交換等、コミュニケーションを深
める機会が増加していることか
ら、現状を下回る節減は困難で
あるし、市民活動の活性化及び
各種補助金の活用等、交際費
支出以上の効果が出ていると思
われます。

・人員体制を含め秘書業務につい
ては、最小限の経費で遂行してい
る。
・市長交際費についても、必要最小
限での対応で執行してきている。
・出張時には随行等を伴わず自ら
公用車を運転することや公共交通
機関を利用するなど秘書経費の節
減に大きく貢献している。
・このような中においても、関係機関
や市民団体との情報交換の場へ積
極的に参加するなど対話重視の活
動するなど、交際費や旅費支出以
上の効果が出ている。

変
更

●現市長は就任後、随行者及び運
転手を廃止するなど、既に大きな
効果を上げているが、市長の活動
に支障をきたさない範囲内で一層
の経費節減に努めていきます。

・秘書業務経費に関しては、現状
が最低ラインと考える。
・財政健全化計画の執行では、人
件費を含めた秘書経費を大きく削
減してきたが、今後の秘書業務や
理事者の公用車運転による出張な
どについて、検討が必要と考える。

変
更

達
成

・現市長就任中は、現状維持で対応でき
ると考えられる。（理事者の出張には安全
面から公共交通の利用がベター）
・また、秘書業務については正規の職員
とするなどの体制を検討。

総務部
総務課
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098 098 住
基
・
戸
籍

●戸籍の電算化により、事務
処理の正確性の確保、迅速
性が進み、災害にも強く、市
民にとって見やすい、わかり
やすい戸籍のシステムになっ
ています。

 平成２６年完了した戸籍の電算化
により、発行事務の迅速化が図ら
れ、また、国の戸籍ネットワークによ
り災害等による戸籍の消失がなくな
り、信頼性が向上している。個人番
号制度に伴ない、市町村が窓口で
交付している住民票・印鑑証明等
のコンビニ交付が行われるようにな
り、全国のコンビニから証明書の取
得が可能となり、住民の利便性が
向上している。

変
更

●国は戸籍の全国ネットワーク・
オンライン化の構想があり、全国
で約９割、道内では約5割の電
子化が進み、電算事業者もセッ
トアップ事業の縮小や撤退する
動きもあります。
●除籍・改製原戸籍の保存年
限が８０年から150年に延長さ
れ、現在の紙戸籍も含め保管場
所の確保が必要となっていま
す。

　住民票等の証明のコンビニ交付
は、全国でも数件の自治体で行わ
れいてるに過ぎない。今後個人番
号制度に伴う、マイナンバーカード
取得者の増加により、住民の利便
性向上の観点からコンビニ交付を
実施する自治体は増加するものと
考える。しかしながら、事業実施の
ための初期費用と運営経費が多額
となり、費用対効果の観点から今後
の国等の動きに注視しながら計画
を進めなければならない。

変
更

●戸籍事務の電子化は、事務処理
体制の効率化が期待でき、導入前
の事前評価として職場内研修や職
員体制を進めていきます。

　先進導入自治体の状況を研究す
るとともに、国の動きを注視しなが
ら、事業化への可否を検討してゆ
く。

変
更

達
成

　費用対効果だけではなく、住民票等が
全国どこでも交付を受けられるという真の
住民の利便性の向上の観点から、事業を
推進してゆく。
　
　　国の外部団体（ｊ－ｌｉｓ）が構築する全
国ネットシステムに留萌市が構築するコン
ビニ交付用のシステムを接続し、１０年以
内にマイナンバーカード所持者が全国ど
こでも住民票等の証明書の交付を受ける
ことができるようにする。

市民健康部
市民課

099 - 0 0 - 0 達
成

総務部
総務課

達
成

総務部
総務課

達
成

　事業予算は、北方領土復帰期成同盟及
び同留萌地方支部の負担金のみである
が、８月及び２月の全国・全道の強調期間
に合わせた署名活動の実施や広報誌等
での意識啓発を行っており、早期返還の
実現を図るため、事業に取り組んでいく。

地域振興部
政策調整課

そ
の
他
の
事
務

記
入
な
し

記
入
な
し

記
入
な
し

099
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